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第 3 回 が ん 診 療 提 供 体 制 の あ り方 に 関 す る 検 討 会

議 事 次 第

日 時 :平成25年 2月22̀日 (金)

16:00.-18:00

場 所 :厚生労働省 低層棟 2階 講堂

議 事 次 第

1 開 会

2 議 題

(1)今後のがん診療提供体制について

(2)がん診療連携拠点病院等の要件について

(3)その他
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第2回検討会での議論(概要)
(詳細は参考資料1を参照)

1.拠点病院の機能を高めるとともに､拠点病院のない地域のがん医療を充実させるため､医療機関単独での指定のほか､拠点病院と
の群指定を検討してはどうか｡

①準がん診療連携拠点病院(仮)との群指定

②特定領域で高度な診療機能をもつ医療機関との群指定

(検討会での主な意見)

･｢準｣がん診療連携拠点病院の名称は見直すべき｡

･準拠点病院は､拠点病院との上下関係ではなく役割分担(特に後方連携)0

･がん診療は2次医療圏では完結しない｡大きな研究機関等を中心とした拠点病院で診療した後､地域の準拠点病院で治療を行う方が
患者にとって便利ではないか｡

･地域連携を拠点病院のシステムに組み込み､位置づけをはっきりさせることで国民にも分かりやすい仕組みになることが期待される｡

･地域の実情に応じた柔軟な制度とするべき｡

･特定領域で高度な診療機能を持つ医療機関は､全国から患者を受けており､拠点病院とのグループ指定は現実に即しているのか｡

2.拠点病院制度においてPDCAサイクルを確保する仕組みを盛り込む必要があるのではないか｡

(検討会での主な意見)

･国と県が役割分担して､全てでなくても実地調査を行い､問題点の抽出､改善点の提案､評価していく仕組みを継続的することが重要 ｡

･都道府県がん診療連携拠点病院の開催する協議会で議論する内容の明確化､他県との比較などしていくことが重要｡

･国立がん研究センターと都道府県がん診療連携拠点病院との協議会を活用してはどうか｡

3.臨床研究機能等､拠点病院の新たな機能や役割としてどのようなものがあるかo

(検討会での主な意見)

･日常診療の向上という観点からも､拠点病院の臨床研究機能を充実させるべき｡

･病院の過度な負担にならないよう配慮した上で充実させるべき｡

･患者に臨床研究の内容や状況をわかりやすく情報提供するべき｡
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今後のがん診療提供体制のあり方について

(特にがん診療遜携拠点病院に関すること)(莱)

L がん診療連携拠点病院の整備の趣旨

全国どこでも質の高いがん医療を提供す亀主よ一息息彪よと､平成13年よりが

ん診療連携拠点病院 (以下 ｢拠点病院｣というO)をすべての2次医療圏に原則

じ過 重することを題指した鳩巣､現在397の医療機済軽量量産されているO
現在の拠点病院は､｢がん診療連携拠点病院の整備に関する指針｣(健発第

0301001号平成20年3月31日厚生労働省健康局長通知)に基づき､主に5大が

んの集学的治療及び標準的治療の提供､緩和ケアの提供､地域のがん医療に係

る人材の育成､相談支援 ･情報提供､がん登録､さらに地域の医療機関との診

療連携の推進などの要件を満たすこととされているo

また､平成18年より､各都道府県の拠点病院のとりまとめ役として､都道府

県に原則 lカ所の都道府県がん診後逸魁魁象痘塵 (以下 r都道府県拠点病院｣

という｡)を指定しており､拠点病院のうずL隻L吸医療塵関が都道府県艶象療塵

よ上宝蓬量されているo

lL拠点病院およびそれを取り巻く現状と課題

がん医療の均てん化の推進を目的として､全国に拠点病院が整備されこがん

対策において-定の効果を上げたと考えられるが､以下のような現状と課題が

ある.､

盤息疫隆弘 ､病院規模､診療薬稜､人的配置､地域連携､相談支援､

人材育成等に関して大きな差がある｡特に､拠点病院は5

治療を実施することとされているが､すべての

大がんの集学的

必ずしも十分な

均てん化については一定の進捗が認められ､2次医療圏の68%に拠点病

院が整備されているが､塵脚 壁慮呈重宝史を

主上｡

拠点病院の要件に合致せずとも､塵発のがん種に対し勘変な医橡ゑ濃艶

_Lエ吐息墜塵避坦旦堕置⊇止互換辻壬生まと旦圭艶 あ旦｣

-部の都道府県では､それぞれの実状に応じて､独自にがん医療を担う

病院を指定しており､患者にとってわかりやすい制度にすべきとの指摘や､

都道府県から個々の穐盛鼻薬状に応じた澄め細やか憂遡象を求める声もあ

る｡

急性期病院の効率的な病床利用などに伴う受療行動の実態を踏まえ､拠

点病院のみの ｢点｣ではなく､よ且医療連携を進めてし悠遡塵にすべきと
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の指筋毛教るo

ITL. 今後のがん診概提供体制のあり方について

1. グループ指定による診療連携機能の強化

① 拠点病院のない2次医療圏を中心とした地域がん診療病院 (仮称)と拠点
病院とのグルーブ指定

圏は113あるが､

いること遼塵まえると､今私戯 ;腰鷹を亀主よ

は難しいDしかし､こうした拠点病院を整備することが難しい地域でも

がん医療の均てん化が重要な課題であることにかわりはないO

-方､拠点病院の機能を高めていくには､地域の医療機関との役割分

担と連携を進め､地域の医療資; 最大限に活用できるよう､単独の医

療機関を拠点病院として指定するだけでなく､がん医療に求められる機

幾重塵数の医鍵観望歴遊腰上J担うことも憩姦した制建 鼓鍵盤整竺あ

るO

こうした間登やニ-ズに対応するため､具体的には､拠点病院のない2

次医療鷹を中心に､地域のがん医療を担う ｢地域がん診療病院 (仮称)

(以下 ｢がん診療病 という｡)と拠点病院をグループとして指定する

ことが考えられるo

拠点病院とがん診療病院の双方を制度の中に明確に位置づけ､がん珍

とで､患者にとってわかりやす

i安心できるがん診療提供複製馳 養蚕ゑことが期待されるO

がん診療病院には､2次医療圏内で受けることが望ましいがん医療の提

供､すなわち､高度な技術を要さない手術 (患者数の多い､胃､大腸､乳

がんの芝垣登g)､外来化掌療法ふ緩和ケア､相遜重度⊥箆⊆塾墜達選良

選五重こと)､が屯登録のほか､艶亀痩隆史窪患墜象監幽艶盟と吸塵越豊

艶』臥｣姓養病院で初鞄迦鰍 ｣遜塵澄渡教

皇夢する治療里旦塾盈三途盈経験が十分にない亀裂腿 魔企生

長こと､在宅医療提供機馳 吸級企｣等が求められる｡

また､塾畠象塾姐 遜るがん医療雌 換腰逝盈数量

えた上で､拠点病院の要件のうち､放射線療法､研修の開催､診療実績､

セカンドオピニオンの壕供､人材配置等についてはて星捜窪塵塾すること

が考えられる｡

② 特定領域で高度な診療機能をもつ医療機関と拠点病院とのグループ指定

医療機関の中には､5大がんすべてに関する集学的診療機能は有してい
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ないが､特定のがん種について､拠点病院よりも高度な診療機能を有し､

持つ医療機 覇も存在するo(例 :脳腫癌､乳がん､前立腺がん､

甲状腺がん等)

地域の診療機能を高めていくためには､これらの医療機関に鞄昏される

豊割を明曜危主は 盛者に公表した上で､がん診橡痕陵として､現象吸盤点

病院とゲル-プ指定することが考えられるO

以上､グループ指定の調整については都道府県が主体的に行うことが想定さ

れるが､都道 県の実状も足まえ可能な範 な制度とすること､叡逸庭

る際に期待される役割を明確にすることなどに留意した上で､導入
していくことが望ましい｡

2.拠点病院におけるPDCAサイクルの融-保
現在､拠点病院は､年に1度､診療実績や人材の配置､人材育成や地域連携､

相談支援の活動状況等を記載した現況報告を厚生労働省に提出することとされ

ているが､豊艶象痕院の評価や塞塾調査な幽 鬼吏O

-方､拠点病院間には､診療実績､人的配置､地域連携､相談支援､人材育

成等に関して大きな差がある｡また､ 県拠点病院についても､

登盈達磨協議会や研修の開催基経盈盈墨慮ると､その活動には大きな塵蚕あ昼

と魔劃されるO

こうしたことから､現況報告といった自己申告の報告のみに簸ることなく､

拠点病院にとって過度な負担にならないよう留意した上で､塁と塵遜遜選蚕盈

割分担して､拠点病院の実地調査を行い､拠点病院の診療機能や診療実績､地

域連携に関する業績や活動状況を把握 暮評価し､課題を明らかにして､必要に

応じて改善を求めるなど PDCAサイクル

-3-
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さらに､塵漫療農協数象馳 呈色象を明確にし､腰 虚慮盛重盗基盤

鑑脱 退 こと､既立がん研究セL,3d 中心とした都道府県敷島

痘墜吸塊茎盈会を活用し､墜報共有を盈亀等､実地調査以外にも､PDCAせまえ粒
度確保する仕組みが求めらぬ

3.拠点病院に期待される新しい機能-臨床研究機能の強化-

臨床研究については､現在､がんの新薬開発等が進められているが､愚

老蚕安全に高度で亀鑑鮫を逸癒息受けられるた吸臓 慮鷹

立することや長期的な安全性藍塵診するための多施設共同臨床研盈藍泉

施することが必要であるO

すでに､拠点病院のW ､都道府

県拠点病院の87%がJCOG(JapanCHnica=)ncologyGroup:日本臨床臆

病研究グループ)へ参加し､JCOG登録症例数年平均10例以上(2008-2012

年平均)の93%は拠点病院であるo

Lかし､現行の臨床研究に関する要件は､｢進行中の臨床研究 (治験を

除くO以下同じO)の概要及び過去の臨床研究の成果を広報することo｣及

び ｢参加中の治験について､その対象であるがんの種類及び薬剤名等を

広報することが望ましい｡｣のみであり､人材配置豊農工もCRCやデ-乞
ヱ鼻芝生=産と壁土盆戯 れているとは豆週敷馳

て過剰な負担となっていることが懸念される｡

標準治療の確立や新規治療の安全性を確認していく必要性と拠点病院

のこれまでの実績を踏まえ､今後､拠点病院の新しい機能として､恩隆基

準に対応した多施設共同臨床研究を実施できる体制をより強化すること

が考えられる｡

具体的には､拠点病院に対して､轟庭墜盈吸義塾長盛翠なCRCやデータ

マネジャーなどの充実を真媛生息こ友で､臨床研究を塵進窒息鉢制や研究

型塞緯 (例:馳 た寒遡農期的な安全性や効果の検証､合併症墾鼻息

豊里露齢者-の治療法の開発 遜ゝ登堕弟療法の開発)を登価し､そ吸鎧農

｣戯⊥国輝学会での発表)についても報隻登求めるなど､拠点病院の捜鰻

重急造用し､最新の治療を宝金に全国で確塞jこ受けられるような体制佳旦

澄進めること鮎
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拠点病院等要件の見直しの論点
① 拠点病院の要件を基本計画の内容を踏まえ見直す際､以下の点をどう考えるかo

1.人材配置に関する要件

(参考)基本計画には､放射線治療の専門医､化学療法の専門医､精神腫癌医､専門看護師.認定看護師､放射線治療専門放

射線技師､医学物理士､がん薬物療法認定薬剤師､社会福祉士､臨床心理士､細胞検査士等が記載されている○

2.数日と三盆堅(口腔ケア､栄養管理､リハビリテーション､臨床研究等).

3.盈塵塞塵をより具体的に要件とするべきかo

② 全ての患者の適切ながん診療へのア9rセスを確保することについてどのように考える

べきかo

1.2次医療圏でがん診療は完結しないこと､拠点病院にもそれぞれ特色があることを踏まえ､

拠点病院の広報を進めるとともに､診療実績や各拠点病院が専門とする診療機能.診療体

~制について情報公開し､相談支援センター等を活用して､確実に患者が適切ながん診療へ

アクセスできる仕組みを設けることが考えられるd)ではないかo

(参考)基本計画では診療機能の集約化についても検討することとされているo

③ 地域連携を担保するための要件(連携する医師会.医療機関との定期的な会合等)は

考えられるかo

④ 都道府県拠点病院の要件について見直すべき事項(痩割の明確化､協議会での議論
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拠点病院要件と基本計画の拠点病院に関する項目一覧

等の提供 . +ー 止dFセンターなどのがん診療部妻遊星土星など､各診dE科の横のつながり
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刺
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技能を有する医師の
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能の向上を図る.



4 放射線治療の専門医.蔓E旦蔓延室亙二塵重責琵働 塵朝顔拝

技能を有するコメデ

置■ 4 化学療法の専門医や垂胞 重量挺封娼:廉堕貴史革

地 じ墨壷遷塗壁等､専門性の高い人材を清正に配置する○く再献

● 観胞幽 遠貞盛堕の適正配置などを行う.

③ その他

の設置

が望ましい.

@ 敷地内禁煙等

2研修の美施体制

(1)原則として､別途定めるrプログラム｣r=準拠し年賀該2次医療EEZにおいて

ること.

に取り組む○

(1)

寸蜘 埋襲､担塾塾地 gi fJ_A の畢埠

2塵者とその家族に対して即 頂 による診塵重畳辺塵壁超に堕医王量J=

う努める.■

との協働を進め､旦乙｣とポ==上皇豊丘に左葉するよう努め■る｡

.1 セカンドオピニオンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓

発を推進する○

(2)院内がん登録

(3)その他

とが望ましい.



都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について

1 放射線療法部門及び化学凍法部門をそれぞれ設正し.当鼓部門の長として._寺任の放射線療法又は化学療法に携わる軒 ヨ的な知誰及び技能を有する常勤の医師をそれぞれ配置すること｡

なお.当該医師については.専従であることが望ましい.

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知沖及び技能を有する医師･薬剤師 ･看講師等を対象とした研修を奏施すること｡

3 地域がん診dE連携拠点病院等に対し､t*報捷供.症例相談及び診虎支援を行うこと｡

4 都道府県がん診療連携協議会を設亜し､当抜協粗金は､次に掲げる事項を行うこと｡

8) 当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相故支援の提供体制その他のがん医療に関する什報交換を行うこと｡

(診 当該都道府県内の院内がん糞技のデータの分析､評価等を行うこと｡

(卦 がんの穣類ごとにー当鞍都道府県においてセカンドオピニオンを提示する体制を有するがん診虎連携拠点病院を含む医療機関の-JEを作成･共有し､広報すること｡

頃) 当校都護府県におけるがん診療連携拠点病院への診頼支援を行う医師の派iLに係る調藻を行うこと｡

⑤ 当鞍都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携クリティカルパスの一覧を作成･共有すること｡また､我が国に多いがん以外のがんについて､地域連携クリティ

カルパスを整備することが望ましい｡

@ 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が実施するがん医療に携わる医師を対象とした捜和ケアに関する研修その他各種研修に関する計画を作成すること｡



堅 田 国 毎

第2回検討会での主な意見

<準拠点病院と拠点病院との群指定について>

● 準拠点病院の名称は再検討するべき｡

● がん診療は2次医療圏では完結しない｡まず､大きな研究機関等を中心とし

たがん診療連携拠点病院を医療圏と関係なく整備し､ここで診断や治療の方

針を決めたあと､地域の準拠点病院で治療を行う方が患者にとっても便利な

のではないか｡

● 東京都でlよ｢群｣で指定するという考え方がない｡都道府県により事情は異

なるので柔軟性を持たせ､患者のニーズにあった仕組みを作るべき｡

● 準拠点病院は､拠点病院との上下関係ではなく､役割分担と考えるべき｡例

えば､相談支援にはセカンドオピニオンなど専門的な情報提供が求められる

が､そこまで準拠点病院に求めなくても良いだろう｡

● 拠点病院の整備できない2次医療圏に､要件を緩めた準拠点病院を置くとい

うより､役割分担を明快にしたネットワークの構築や､その情報公開を拠点

病院に求めていくことで患者さんにとってわかりやすい仕組みになるので

はないか｡

● 全ての患者が拠点病院でがん医療を受けるとなると､拠点病院のキャパシテ

ィが足りない｡化学療法で副作用のチェックができる､プロトコールをきち

んと守る､最低限の相談業務はできるというような準拠点病院を制度の中に

位置付けて情報公開することで､拠点病院への過度な負担も避けられるので

はないか｡

● 全ての地域ではないが､がん患者は拠点病院などの医療機関を受診し､よい

がん医療を受けているのではないか｡準拠点病院に求められているのは､後

方連携のようなことではないだろうか｡連携の形が見えるようにするために

何が必要か議論が必要｡

● 現在､拠点病院のない地域のがん患者は少し遠くても拠点病院を受診してい

るだろう｡その患者が地域に戻って､継続して治療を受ける医療機関を､拠

点病院とつなげ､システムの中に組み込むことで国民にもわかりやすい仕組

みとなるだろうし､こういう医療機関の名称をつけて位置づけをはっきりす

ることが必要｡

● 地方自治体では､努力をしても､拠点病院をすべての2次医療圏に1つ整備

するということは難しいO空白の医療圏を埋めるというような言葉がないよ

うな形で議論を進めていただきたい｡

● 拠点病院の整備については長い経緯があるので､それを根本から見直すこと

は難しいが､拠点病院の仕組みを活かしつつ､今ある課題をクリアするよう
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な見直しが必要だろう｡また､拠点病院のレベルがあがれば指定要件も上げ

ていくべきだろう｡

● 準拠点をもし都市部に配置するのなら､何かしら特徴のある医療機関が考え

られるのではないか｡グループを形成し､患者に ｢専門ではないのでどこか

探してください｣というのではなく､連携先に紹介できるようにすることも

あるのではないか｡つまり､準拠点には空白を埋めていくという役割と､拠

点病院の機能を補完するという2つの意味合いがあるのであろう｡

● 群指定の考え方については､各都道府県にすでに作られたネットワークとの

整合性がとれるのか懸念される｡都道府県の協議会の仕組みを活用して､広

域で議論することが必要になるだろう｡

● 特定の領域に診療実績を持つ病院の中には全国から患者を受け入れている

ところもあ■リ､こうした病院を拠点病院と群で指定するというのは難しいの

ではないか｡

<現在の拠点病院の検証>

● これまで整備してきた397の拠点病院が本当に拠点病院として妥当かど

うかの検証が必要｡

● 放射線治療という観点からも､がん診療連携拠点病院であるからこそ人材を

確保しようとしており､今後も拠点病院の枠組を活用するべき｡しかし､拠

点病院間の格差は大きく､標準治療ができているのか懸念される｡連携を重

視し､現在の拠点病院の一部を準拠点病院に移行することも考慮してよいの

ではないか｡

<拠点病院の評価>

● がん医療の均てん化は国レベルで対策をすべき話｡都道府県に対しては国が

チェックし､都道府県内の格差については都道府県が責任を持ってチェック

していくということが必要で､病院に任せておくと改善は難しいのではない

か｡

● 自主的な取組ではあるが､都道府県がん診療連携拠点病院の協議会を活用す

ることで､指標を作るとかチェックを行うようなことは可能ではないか｡

● 国や県がフォローすると同時に､情報公開も重要｡例えば都道府県がん診療

連携拠点病院の開催する協議会で本当に有意義な議論がされているのか､ど

んなことを議論したのか公表して､それによって他県と比較することで改善

につながるのではないか｡

● がん登録では､現場に入って､クオリティーチェックをしている｡全てでな

くても実態調査をやって､問題点を抽出して､改善点を提案をして､評価す
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るという仕組みを継続的に実施することが必要｡

● 人材育成もがんプロなどで進められているが､拠点病院に放射線療法や化学

療法の専門家が配置されているのかという点については､医療に質の確保と

いう観点からも確実に把握していくことが必要｡

● 地域連携を進めていくためには､患者さんの情報を適切に共有することが重

要｡情報共有や情報伝達についても拠点病院の評価の視点に入れてはどうか｡

<地域連携 ･医療機関間の役割分担について>

● 連携に際しては､異なる施設間の情報共有が重要｡パス以外にも､病院だけ

ではなく､例えば訪問看護ステーションや24時間対応できる施設なども含

めた連携マップがあると患者も安心できるのではないだろうか｡

● 都道府県拠点病院の活動にかなり格差があり､都道府県拠点病院､地域拠点

病院､準拠点病院というものを整備しても､連携を確保していく仕組み必要｡●｢連携｣は重要な概念だが､形骸化しやすい｡誰が本当にその患者さんをき
ちんと診ていくのか無責任な体制にならないようにするべき｡パスもどのよ

うに機能までを担保していくかが重要｡

● 高齢者などにとって近くの病院でがん診療が受けられることは重要｡準拠点

病院のようなところで､明らかに診療できない患者については､きちんと他

の医療機関と連携してほしい｡それが患者にもはっきりわかるシステムがほ

しいoまた､今の地域連携は､いったん紹介されると見放された､見捨てら

れたという気がしてしまっている｡連携の仕組みが制度化されることでこう

した誤解も解けるのではないか｡

● 広島県ではがん医療連携ネットワークを構築しており､検診､精密検査､拠

点病院に相当する総合治療施設､その後のフォローアップ､化学療法､緩和

ケア､などの役割を担う医療機関を一定水準以上であることを確認し七､ホ

ームページに載せている｡ここには､拠点病院や2次医療圏という言葉はな

いが､患者のニーズに合うということでホームページで提供をしているO例

えば､乳癌を中心に診療する医療機関も乳癌の総合治療施設として登録され

ている｡

● 終末期となれば､プライマリーケアを担う医療機関もがん医療には必要｡拠

点病院､準拠点病院､さらにそれ以外の医療機関も含めてクリティカルパス

や研修を統一して実施していくことが必要｡

● がん患者は最高の治療を受けたいですが､患者それぞれの状況 (年齢､併存

疾患の有無､家族の問題など)があるので､拠点病院と地域の病院で役割分

担し､それがクリアに患者に伝わることが重要｡

● 高齢化社会を迎え､患者数は増えていく｡もはや拠点病院だけでも周辺の病
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院だけでもカバーしていくのは難しく､在宅医療や訪問看護など地域で支え

るがん医療が必要であり､拠点病院の議論でもそうした視点も必要ではない

か｡

<拠点病院と医療計画の整合性>

● 都道府県の医療計画の中の ｢がんの医療体制構築｣の中での仕組みと､がん

診療連携拠点病院を中心とした連携が､互いに整合性のとれた仕組みとする

べき｡

●医療計画については､各医療機能を担う医療機関等の名称をリストにして県
民に開示するのが中心ではないかと思う｡医療計画には､がん医療をリー ド

していく医療機関､研究開発などの概念は入っていないので､そういう特徴

のある医療機関の整備の考え方も必要ではないか｡

<臨床研究機能の弓削ヒについて>

● 拠点病院は均てん化を目的として始まった制度だが､新しい標準治療や承認

された薬の副作用の把握など､がん医療の向上にも活用できるのではないか｡

またーこうした観察､研究を行うことで日常診療のレベルアップにもつなが

ると期待される｡

● 病院の大きな負担とならない範囲で､国家戦略として進めていくべき話｡

● 病院の負担という観点では､CRCやデータマネジャーを常勤で革用するこ

とで医師の負担も軽減されると考えられる.

● 治験についても､患者に分かりやすい形で情報が提供されることを期待する｡

● 政府の成長戦略の重点項目にも医療があり､拠点病院にCRCを配置するな

ど､メリハリのある政策を進めていくべき｡

● 臨床研究については､医師発案の者だけでなく､患者やコメディカルの発想

での臨床研究についても取り組むことを評価の視点にいれてはどうか｡



｢参考資料2J

拠点病院の現状

拠点病院の病床数､がん患者数

拠点病院の病床数
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拠点病院の医師数､看護師数､薬剤師数
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出典 2010年がん診療連携拠点病院の現況報告､平成22年医師･歯科医師･薬剤師調査.平成22年衛生行政報告例 (就茶医療関係者)
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がんの年間診断数②
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手術療法②5大がん手術件数
(平成22年4月1日～7月31日の4ケ月)
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(参考)手術療法③人材

日本消化器外科学会消化器専門医常勤
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放射線療法①診療実績

体外照射年間のべ患者数 小線源治療年間のぺ患者数
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放射線療法②人材(要件に関すること)

専門的な知識及び技能を有する
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(参考)放射線療法③人材

日本医学放射線学会放射線科専門医常勤 日本医学放射線学会 放射線治療専門医常勤

紺

SS
乃

00

知

40

30

20

10

0

3
60

40

20

00

00

60

40

20

0

日本放射線腫癌学会認定医常勤
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(参考)放射線療法③人材

放射線治療品質管理機構

放射線治療晶質管理士常勤
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120

100

80

60

40

20

日本放射線治療専門放射線技師認定機構

放射線治療専門放射線技師常勤
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化学療法(D診療実績

入院化学療法のべ患者数

(4ケ月間のデータの3倍値)
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出典 2010年がん診療適携拠点病院の現況報告をもとにがん対策･健康増進課にて作成

化学療法②人材(要件に関すること)

化学療法に携わる専門的な知誰及び技能を

有する常勤の専従医師数

一

外来化学療法室における化学療法に携わる
専門的な知識及び技能を有する常勤の専従

または専任看護師数
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化学療法に携わる専門的な知識及び技能を

有する常勤の専従または専任薬剤師数
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(参考)化学療法②人材

日本臨床腹痛学会

がん薬物療法専門医常勤

歯科医師常勤数
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日本病院薬剤師会

がん薬物療法認定薬剤師常勤
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歯科衛生士常勤数
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歯科医師､歯科衛生士が常勤非常勤ともにゼロ.88病院
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栄養管理

栄養士常勤数
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リハビリテーション

(参考)日本リハビリテーション医学会

リハビリテーション科専門医常勤

作業療法士常勤数
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がん看護

がん看護専門看護師常勤数

出典 2010年がん診療連携拠点病院の現況報告をもとにがん対策･健康
増進隈にて作成

緩和ケア認定看護師常勤数

がん看護専門看護師認定者数推移

出典 公益社団法人El本署荘協会
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病理
病理組織迅速銀輪顕微鏡検査(年間)
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病理診断に洪わる専門的な知誰及び技能を
有する専従かつ常勤の医師

112

出# 26｡1｡年がん診療連携拠点病院の現況報告をもとにがん対策.健康増iW .こて作成

緩和ケア(D診療実績

緩和ケア外来患者数(年間)

】
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5-trは鵜h
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無し 274

緩和ケア診療加算件数(年間)

､-
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緩和ケア②人材(要件に関すること)

緩和ケアチームで身体症状の緩和に携わる

専門的な知誰及び技能を有する

専従又は専任医師数(常勤)

緩和ケアチームで緩和ケアに携わる専門的な

知誰及び技能を有する常勤の専従看護師数
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緩和ケアチームに協力する薬剤師数
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緩和ケア②人材

(参考)日本緩和医療学会暫定指導医常勤 精神保健福祉士常勤
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緩和ケアの提供体制(診療科と加算)
痔痛緩和内科9

ペインクリニック内科8

内科(ペインクリニック)2

ペインケJニック外科5

緩和ケア科43

緩和医療科20

緩和ケア内科38
合計125

緩和ケア診療加寛算定施設133

平均件数950
.
22

緩和ケア病棟入院料算定施設65

平均件数1008
.
32

がん性療病緩和管理指導料安定施設362

平均件数358
.
29

がん患者カウンセリング料算定施設264

平均件数23
.
72

出典 2011年度現況報告及び新規指定推薦によるデータ(福島県を除く対象389施設)をもとにがん対策･健康噌進言剰こて作成

地域連携クリティカルパス各施設のパス
総数と運用数

地域連携パス総数

bへbq〆

※未記入62施設

地域連携パス運用数

bへもq〆

※未記入81施設

出典 2011年度現況報告及び新規指定推薦によるデータ(福島県を除く対象389施設)をもとにがん対策･健康増進課にて作成
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各種がんパスの内訳(上位6がん種)

胃がん 大腸がん 乳がん
0% 3%

出典 2011年度現況報告及び新規指定椎矧 こよるデータ(福島県を除く対象389施設)をもとにがん対策･健康増進裸にて作成



都道府県別地域連携パス適応した患者数(延べ数)
(平成23年6月～7月の2ケ月間)
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※静岡県は静岡県立総合病院が大多数を占める
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出典 2011年度現況報告及び新規指定推薦によるデータ(福島県を除く対象389施殴)をもとにがん対策･健康増進課にて作成

臨床研究の実施体制

病院数 cRC常勤数 病院数 データマネジャー常勤数

5 6 7 8 9 10 >=11

人数

出典 2011年度現況報告及び新規指定推薦によるデ-ラ(福島県を除く対象389施設)をもとにがん対策･健康増進課にて作成



臨床研究の実績(D

病院数 臨床研究のプロトコール数 病院数 治験のプロトコール数
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出典 2011年度現況報告及び新規指定推薦によるデータ(福島県を除く対象389施殴)をもとにがん対策･健康増進裸にて作成

臨床研究の実績②
都道府県がん診療連携拠点病院53
(国がん中央､東含む)

地域がん診療連携拠点病院335

JCOG(JapanCIJnJCa10nCoFogyGroup日本
臨沃腫療研究グループ)は､公的研究費に
よって助成される研究班のうち､JCOGポリ
シーに従って国立がん研究センター多施設

臨床試験支援センターによる研究の直接支

援を受ける研究班からなる多施設共同臨
床研究グループを指す｡

出典 国立がん研究センター多施設臨床試験支擾センター



相談支援センターの相談件数

平成20年6月～7月の相談件数 375施設 総数61,785平均 174.0中間値58.0

平成23年6月～7月の相談件数 397施設 総数94′905平均242.1中間値 127.0
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2ケ月間で相談件数が100件に満たない拠点病院数

平成20年 234病院平成23年 160病院
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出典 がん診療逆携拠点病院現況報告

相談内容
がんの治療

がんの検査

症状･副作用･後遺症

セカンドオピニオン
治療乗積

受診方法･入院

転院

医療機関の紹介

検診

在宅医療

ホスピス･緩和ケアのある施設

症状･副作用･後遺症への対応

食事･栄養

介護･看護･養育

社会生活(仕事･就労･学業)

医療費･生活費

補完代替療法

漠然とした不安

告知

医療者との関係

患者一家族間の関係

友人･知人･賭場の人間関係

患者会･家族会

その他

無回答

壬 暮

0 200 48【】 600 808 1000 1200 1408 1600

(n=7669複数回答可)

厚生労働省委託率薬 がん医療水草の均てん化を目的とした医療水準等調査率葵 (財団法人 がん集学的治療研究財団 2009年)



相談支援(D相談員(職種)

相談支援センターにおける社会福祉士数

0 1 2 3 4 5 6 7
相談支援センターにおける看護師数

8 9

0 1 2 3 4 5､ 6 7 8 9
※独立行政法人国立がん研究センタ-2施設は都道府県拠点病院に昇定

荘生労働科学研究費補助金 r相鉄支援センターの機能の馴 ヒ･充英と地域における相鉄支援センタ-のあり方に関する研究｣(平成21-23年度)主任研究者 高山智子

相談支援②相談員(研修修了者)

がん対束情報センター相談支援センター相談艮

基礎研修会川,(2)の修了者教

習都道府県拠点病院 同地域拠点病院

- ~ ∴ _

がん対策情報センター相談支援センター相談艮

基礎研修会(1),(礼(3)の修了者数

逮都道府県拠点病院 同地域拠点病院

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 0人 1人 2人 3人 4人 5人

※独立行政法人国立がん研究センター2施設は都道府県拠点病院に策定

がん診療連携拠点病拝完現況報告(2010年)
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がん対策推進基本計画

平成24年6月
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匡巨垂頑

がんは､日本で昭和56 (1981)年より死因の第1位であり､平成22

(2010)年には年間約35万人が亡くなり､生涯のうちに約2人に1人が

がんにかかると推計されている｡こうしたことから､依然としてがんは国民の

生命と健康にとって重大な問題である｡

日本のがん対策は､昭和59 (1984)年に策定された ｢対がん10カ年

総合戦略｣､平成6 (1994)年に策定された ｢がん克服新10か年戦略｣､

平成16 (2004)年に策定された ｢第3次対がん10か年給合戦略｣に基

づき取り組んできた｡

さらに､がん対策のより一層の推進を図るため､がん対策基本法 (平成18

年法律第98号｡以下 ｢基本法｣という｡-)が平成18 (2006)年6月に成

立し､平成19 (2007)年4月に施行され､基本法に基づき､がん対策を

総合的かつ計画的に推進するための ｢がん対策推進基本計画｣(以下 ｢前基本計

画Jという｡)が平成19 (2007)年6月に策定された｡

前基本計画の策定から5年が経過した｡この間､がん診療連携拠点病院 (以

下 ｢拠点病院｣という｡)の整備や緩和ケア提供体制の強化､地域がん登録の充

実が図られるとともに､がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど､一

定の成果を得られた｡

りかん
しかしながら､人口の高齢化とともに､日本のがんの羅患者の数､死亡者の

数は今後とも増加していくことが見込まれる中､がん医療や支援について地域

格差や施設間格差がみられ､それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を

受けられないことが懸念されている｡また､これまで重点課題として取り組ま

れてきた緩和ケアについては､精神心理的な痛みに対するケアが十分でないこ

と､放射線療法や化学療法についても更なる充実が必要であること等に加え､

新たに小児がん対策､チーム医療､がん患者等の就労を含めた社会的な問題､

がんの教育などの課題も明らかとなり､がん患者を含めた国民はこうした課題

を改善していくことを強く求めているO

この基本計画は､このような認識の下､基本法第9条第7項の規定に基づき

前基本計画の見直しを行い､がん対策の推進に関する基本的な計画を明らかに
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するものであり､国が各分野に即した取り組むべき施策を実行できる期間とし

て､平成24 (201､2)年度から平成28 (2016)年度までの5年程度

の期間を一つの目安として定める｡

また､この基本計画の策定に当たっては､基本法に基づき､がん対策推進協

議会 (以下 ｢協議会｣という｡)の意見を聴くことになっている｡また､専門

的な知見を要する分野である小児がん､緩和ケア､がん研究については協議会

の下に専門委員会が設置され､報告書が協議会へ提出された｡

今後は､基本計画に基づき､国と地方公共団体､また､がん患者を含めた国

民､医療従事者､医療保険者､学会､患者団体を含めた関係団体とマスメディ

ア等 (以下 ｢関係者等｣という｡)が一体となってがん対策に取り組み､がん患

者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できるがん医療

や支援を受けられるようにするなど､｢がん患者を含めた国民が､がんを知り､

がんと向き合い､がんに負けることのない社会｣の実現を目指すo

l第1基本方針l
l がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

基本法の基本理念に基づき､国､地方公共団体と関係者等は､がん患者を含

めた国民が､がん対策の中心であるとの認識の下､がん患者を含めた国民の視

点に立ってがん対策を実施していく必要がある｡

2 重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施

基本計画では､がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくため､

重点的に取り組むべき課題を定める｡

また､がんから国民の生命と健康を守るためには､多岐にわたる分野の取組

を総合的かつ計画的に実施していく必要がある｡

3 日模とその達成時期の考え方

基本計画では､これまでの政府のがん対策に関する目標との整合性を図りつ

つ､全体目標とそれを達成するために必要な分野別施策の個別目標を設定する｡
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また､原則として､全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定す

る｡

第2 重点的に取り組むべき課題

1放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療

従事者の育成

がんに対する主な治療法には､手術療法､放射線療法､化学療法 (この基本

計画では薬物療法等を含むものとする｡)などがあり､単独又はこれらを組み合

わせた集学的治療が行われているO

日本では､胃がんなどー主として手術療法に適したがんが多かったこともあ

り､外科医が化学療法も実施するなど､がん治療の中心を担ってきた｡

しかしながら､現在は､がんの種類によっては､放射線療法が手術療法と同

様の治療効果を発揮できるようになるとともに､新たな抗がん剤が多く登場し､

化学療法の知見が蓄積されてきたことから､様々ながんの病態に応じ､手術療

法､放射線療法､化学療法､さらにこれらを組み合わせた集学的治療がそれぞ

れを専門的に行う医師の連携の下実施されていくことが求められている｡

一方で､今も手術療法ががん医療の中心であることに変わりはないが､外科

医の人員不足が危慎され､外科医の育成や業務の軽減が早急に改善すべき課題

となっている｡

このため､これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学

療法の推進を図ってきたが､今後は､放射線療法､化学療法､手術療法それぞ

れを専門的に行う医療従事者を更に養成するとともに､こうした医療従事者と

協力してがん医療を支えることができるがん医療に関する基礎的な知識や技能

を有した医療従事者を養成していく必要がある｡

また､医療従事者が､安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう､

各職種の専門性を活かし､医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチ

ーム医療を推進する必要がある｡



2 がんと診断された時からの緩和ケアの推進

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう､緩和ケアが､

がんと診断された時から提供されるとともに､診断､治療､在宅医療など様々

な場面で切れ目なく実施される必要がある｡

しかしながら､日本では､欧米先進諸国に比べ､がん性療病の緩和等に用い

られる医療用麻薬の消費量は少なく､がん性疫病の緩和が十分でないと推測さ

れること､がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識もまだ十分

でないこと､国民に対しても未だ緩和ケアに対する正しい理解や周知が進んで

いないこと､身体的苦痛のみならず精神心理的苦痛への対応も求められている

こと等から､緩和ケアはまだ十分にがん医療に浸透していないと考えられる｡

このため､がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケアチームなどの機

能強化等により､がんと診断された時から患者とその家族が､精神心理的苦痛

に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう､緩和ケアの提

供体制をより充実させ､緩和ケア-のアクセスを改善し､こうした苦痛を緩和

することが必要である｡

また､がん患者が住み憤れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう､

在宅緩和ケナを含めた在宅医療 ･介護を提供していくための体制の充実を図る

必要がある｡

3がん登録の推進

がん登鏡はがんの羅恵やがん患者の転帰､その他の状況を把握し､分析する

仕組みであり､がんの現状を把握し､がん対策の基礎となるデータを得るとと

もに､がん患者に対して適切ながん医療を提供するために不可欠なものである｡

地域がん登録は平成24 (2012)年度中に全ての都道府県で実施される

予定であり､参加している医療機関や届出数も増加しているが､届出の義務が

ないこと､患者の予後を把握することが困難であることなどいくつかの問題が

ある｡

このため､個人情報の保護を徹底しつつ､こうした問題を解決し､患者を含

めた国民ががん登録情報をより有効に活用できるよう､法的位置付けの検討も
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含めて､がん登録を円滑に推進するための体制整備を図ることが必要である｡

4 働く世代や小児へのがん対策の充実

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡している｡また､がんは40代より死因の第1位となり､がんは高齢者の

みならず働く世代にとっても大きな問題である｡

働く世代ががんに罷患し社会から離れることによる影響は､本人のみならず

家族や同僚といった周りの人にも及ぶ｡こうした影響を少なくするため､働く

世代へのがん対策を充実させ､がんをなるべく早期に発見するとともに､がん

患者等が適切な医療や支援により社会とのつながりを維持し､生きる意欲を持

ち続けられるような社会づくりが求められている｡

このため､働く世代のがん検診受診率を向上させるための対策､年齢調整死

亡率が上昇している乳がん ･子宮頚がんといった女性のがんへの対策､がんに

擢患したことに起因する就労を含めた社会的な問題等への対応が必要である｡

またt小児についても､がんは病死原因の第1位であり､大きな問題である｡

医療機関や療育 ･教育環境の整備､相談支援や情報提供の充実などが釆められ

ており､小児がん対策についても充実を図ることが必要である｡

陳 3 全体日朝

がん患者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できる

がん医療や支援を受けられるようにすること等を目指して､｢がんによる死亡者

の減少｣と ｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向

上｣に ｢がんになっても安心して暮らせる社会の構築｣を新たに加え､平成1

9 (200,7)年度から10年間の全体目標として設定する｡

1 がんによる死亡者の減少

平成19 (2007)年度に掲げた10年間の目標である ｢がんの年齢調整

死亡率 (75歳未満)の20%減少｣について､年齢調整死亡率は減少傾向で

あるが､昨今は減少傾向が鈍化している｡今後5年間で､新たに加えた分野別

施策を含めてより一層がん対策を充実させ､がんによる死亡者を減少させるこ
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とを目標とする0

2 全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上

がん患者の多くは､がん性療病や､治療に伴う副作用 ･合併症等の身体的苦

痛だけでなく､がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱

えている｡また､その家族も､がん患者と同様に様々な苦痛を抱えている｡

さらに､がん患者とその家族は､療養生活の中で､こうした苦痛に加えて､

安心 ･納得できるがん医療や支援を受けられないなど､様々な困難に直面して

いる｡

このため､がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより､がん医療

や支援の更なる充実等により､｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養

生活の質の維持向上Jを実現することを目標とする｡

3 がんになっても安心して暮らせる社会の構築

がん患者とその家族は､社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と

治療の両立が難,しいなど社会的苦痛も抱えている｡

三のため､これまで基本法に基づき､がんの予防､早期発見､がん医療の均

てん化､研究の推進等を基本的施策として取り組んできたが､がん患者とその

家族の精神心理的 ･社会的苦痛を和らげるため､新たに､がん患者とその家族

を社会全体で支える取組を実施することにより､｢がんになっても安心して暮ら

せる社会の構築｣を実現することを目標とする｡

第4 分野別施策と個別目棲

1.がん医療

(l)放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とチー与医療の推進

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましく､平成12 (2000)年から平成14 (20

02)年までに診断された全がんの5年相対生存率は57%と3年前に比べて

約3%上昇しており､年齢調整死亡率も1990年代後半から減少傾向にある

が､一方で原発巣による予後の差は大きく､膝臓がん､肝臓がん､肺がんの5
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年相対生存率はそれぞれ_6%､27%､29%と依然として低い現状にある.

このため､特に日本に多いがん (肺 .胃･肝 ･大腸 ･乳)を中心に､手術療

法､放射線療法､化学療法などを効果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケア

の提供とともにがん患者の病態に応じた適切な治療の普及に努め､拠点病院を

中心に院内のクリティカルパス (検査と治療等を含めた診療計画表をいう｡)を

策定し､キャンサーボード (各種がん治療に対して専門的な知識を有する複数

の医師等が患者の治療方針等について総合的に検討するカンファレンスをい

うO)などを整備してきた｡また､放射線療法や化学療法に携わる専門的な知識

と技能を有する医師をはじめとする医療従事者の配置やリニアックなどの放射

線治療機器の整備など､特に放射線療法と化学療法の推進を図ってきた｡

しかし､これまで医療体制の量的な整備が進められてきた一方､患者が自分

の病状や検査 一治療内容､それに伴う副作用 ･合併症などについて適切な説明

を受け､十分に理解した上で自身の判断で治療方針などに対して拒否や合意を

選択するインフォーム ド･コンセントが十分に行われていない､あるいは､患

者やその家族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカンドオピニオンが十分に活用されていないなど､患者やその

家族の視点に立った医療体制の質的な整備が依然として十分でないと指摘され

ている｡

また､近年､医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い､放射線療法や

化学療法の専門医の不足とともに外科医の不足が指摘されている｡こうした医

師等への負担を軽減し診療の質を向上させるため､また､治療による身体的､

精神心理的負損を抱える患者とその家族に対して質の高い医療を提供しきめ細

やかに支援するため､多職種で医療にあたるチーム医療が強く求められるよう

になっている｡

この他､拠点病院を含む医療機関では､放射線治療機器や手術機器の多様化

などに伴う医療技術の施設間格差や実績の格差が生じていることから､地域で

の効率的な医療連携や役割分担などによる地域完結型の医療体制を整備する必

要性も指摘されている｡



(取り組むべき施策)

○チ-ム医療とがん医療全般に関すること

拠点病院を中心に､医師による十分な説明と患者やその家族の理解の下､イ

ンフォームド･コンセントが行われる体制を整備し､患者の治療法等を選択す

る権利や受痕の自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すとともに､治療

中でも､冊子や視覚教材などの分かりやすい教材を活用し､患者が自主的に治

療内容などを確認できる環境を整備する｡

患者とその家族の意向に応じて､専門的な知識を有する第三者の立場にある

医師に意見を求めることができるセカンドオピニオンをいつでも適切に受けら

れ､患者自らが治療法を選択できる体制を整備するとともに､セカンドオピニ

オンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓発を推進する｡

学会や関連団体などは､がんの治療計画~の立案に当たって､患者の希望を踏

まえつつー標準的治療を提供できるよう､診療ガイドラインの整備を行うとと

もに.その利用実態を把握し､国内外の医学的知見を蓄積し､必要に応じて逮

やかに更新できる体制を整備する｡また､患者向けの診療ガイドラインや解説

の充実など､患者にとって分かりやすい情報提供に努め､国はこれを支援する｡

より正確で質の高い画像診断や病理診断とともに治療方針を検討できるよう､

放射線診断医や病理診断医等が参加するキャンサーボー ドを開催するなど､が

んに対する的確な診断と治療を行う診療体制を整備する｡

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し一安心かつ安全で質の高

いがん医療を提供できるよう､手術療法､放射線療法､化学療法の各種医療チ

ームを設置するなどの体制を整備することにより､各織種の専門性を活かし､

医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推進する｡

各種がん治療の副作用 暮合併症の予防や軽減など､患者の更なる生活の質の

向上を目指し､医科歯科連携による口腔ケアの推進をはじめ､食事療法などに

よる栄養管理やリハビリテーションの推進など､職種間連携を推進する｡

患者とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護

領域については､外来や病棟などでのがん看護体制の更なる強化を図る｡

また､患者の安全を守るため､様々な医療安全管理の取組が進められてきた
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ところであるが､診療行為には一定の危険性が伴うことを踏まえ､医療従事者

等が協力して､がん医療の質と安全の確保のための取組を一層推進する｡

腫癌センターなどのがん診療部を設置するなど､各診療科の横のつながりを

重視した診療体制の構築に努める｡

この他､質の高いがん医療を推進する一環として､国や地方公共団体は拠点

病院をはじめとする入院医療機関とともに地域の医療機関の連携と役割分担を

図り､特に高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性に配慮した

計画的な集約化を図る｡

○放射線療法の推進

国や地方公共団体は一拠点病院をはじめとする入院医療機関などと､放射線

療法の質を確保し､地域格差を是正し均てん化を図るとともに､人員不足を解

消する取組に加えて､一部の疾患や強度変調放射線治療などの治療技術の地域

での集約化を図る｡

医療安全を担保した上で､情報技術を活用し､地域の医療機関との間で放射

線療法に関する連携と役割分担を図る｡

放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため､放

射線治療の専門医､専門看護師 ･認定看護師､放射線治療専門放射線技師､医

学物理士など専門性の高い人材を適正に配置するとともに､多職種で構成され

た放射線治療チームを設置するなど､患者の副作用 ･合併症やその他の苦痛に

対しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制を整備する｡

放射線治療機器については､先進的な放射線治療装置､重粒子線や陽子線治

療機器などの研究開発を推進するとともに､その進捗状況を加味し､医療従事

者等が協力して､国内での計画的かつ適正な配置を検討するo

O化学療法の推進

化学療法の急速な進歩と多様性に対応し､専門性が高く､安全で効果的な化

学療法を提供するため､化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬剤師､がん看

護や化学療法等の専門看護師 ･認定看護師など､専門性の高い人材を適正に配

置するとともに､多職種で構成された化学療法チームを設置するなど､患者の

副作用 ･合併症やその他の苦痛に対して迅速かつ継続的に対応できる診療体制

9



を通院治療を含めて整備する｡

○手術療法の推進

より質の高い手術療法を提供するため､拠点病院をはじめとする入院医療機

関は､外科医の人員不足を解消し､必要に応じて放射線療法や化学療法の専門

医と連携するなど､各医療機関の状況に合わせた診療体制を整備するとともに､

学会や関係団休などと連携し､手術療法の成績の更なる向上を目指し､手術療

法の標準化に向けた評価法の確立や教育システムの整備を行う｡

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などとともに､

高度な先端技術を用いた手術療法や難治性希少がんなどに対して､地域性に配

慮した一定の集約化を図った手術療法の実施体制を検討する｡

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため､麻酔科医や手術部位な

どの感染管理を専門とする医師､口腔機能 ･衛生管理を専門とする歯科医師な

どとの連携を図り､質の高い周術期管理体制を整備するとともに､術中迅速病

理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診断を確実に実施できる

体制を整備する｡

(個別目標)

患者とその家族が納得して治療を受けられる環境を整備し､3年以内に全て

の拠点病院にチーム医療の体制を整備することを目標とする｡

診療ガイドラインの整備などー手術療法､放射線療法､化学療法の更なる質

の向上を図るとともに､地域での各種がん治療に関する医療連携を推進するこ

とにより､安心かつ安全な質の高いがん医療の提供を目標とする｡

(2)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成

(現状)

がんの専門医の育成に関しては､厚生労働省では､平成19 (2007)年

からeラーニングを整備し､学会認定専門医の育成支援を行っている｡また､

文部科学省では､平成19 (2007)年度から平成23 (2011)年度ま

でに ｢がんプロフェッショナル養成プラン｣を実施し､大学では､放射線療法

や化学療法､緩和ケア等のがん医療に専門的に携わる医師､薬剤師､看護師､

診療放射線技師､医学物理士等の医療従事者の育成を行っている｡その他､国､

学会､拠点病院を中心とした医療機関､関係団体､独立行政法人国立がん研究

センター (以下 ｢国立がん研究センター｣という｡)などで､医療従事者を対象
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として様々な研修が行われ､がん診療に携わる専門的な薬剤師､看護師等の認

定や育成を行っている｡

しかし一方で､放射線療法､化学療法､緩和ケア､口腔ケア等のがん医療に

専門的に携わる医師や歯科医師をはじめ､薬剤師や看護師等の医療従事者の育

成が依然として不十分である他､多様化かつ細分化した学会認定専門医制度に

なtっており､専門医の賃の担保や各医療機関の専門医の情報が国民に分かりや

すく提供されていないなどの指摘がある｡

(取り組むべき施策)

質の高いがん医療が提供できるよう､より効率的かつ学習効果の高い教材の

開発や学習効果に対する評価､大学間連携による充実した教育プログラムの実

施等により､がん関連学会と大学などが協働して専門医や専門医療従事者の育

成を推進する｡

大学に放射線療法ー化学療法､手術療法､緩和ケアなど､がん診療に関する

教育を専門的かつ勝者別にとらわれない教育体制 (例えば ｢臨床腫癌学講座｣

や ｢放射線腫療学講座｣など)を整備するよう努める｡

がん医療に携わる医療従事者の育成に関わる様々な研修を整理し､より効率

的な研修体制を検討するとともに､質､学会､拠点病院を中心とした医療機関､

関係団体､国立がん研究センター等は､研修の質の維持向上に努め､引き続き､

地域のがん医療を担う医療従事者の育成に取り組む｡またt医療機関でもこう

した教育プログラムへ医療従事者が参加しやすい環境を整備するよう努める｡

(個別目標)

5年以内に､拠点病院をはじめとした医療機関の専門医配置の有無等､がん

患者にとって分かりやすく提示できる体制の整備を目標とする｡

また､関連学会などの協働を促し､がん診療に携わる専門医のあり方を整理

するとともに､地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を推進し､がん

医療の質の向上を目標とする｡

(3) がんと診断された時からの緩和ケアの推進

(現状)

緩和ケアとは､ ｢生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家

族に対して､痛みやその他の身体的問題､心理社会的問題､スピリチュアルな
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問題を早期に発見し､的確なアセスメントと対処を行うことによって､ 苦しみ

を予防し､和らげることで､QOLを改善するアプローチである｣ (世界保健

機関より)とされている｡したがって､緩和ケアは精神心理的､社会的苦痛を

含めた全人的な対応が必要であり､その対象者は､患者のみならず､その家族

や遺族も含まれている｡

このため､前基本計画の重点課題に｢治療の初期段階からの緩和ケアの実施｣

を掲げ､全ての拠点病院を中心に､緩和ケアチームを整備するとともに､がん

診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催の他､緩和ケアの地域連携な

どについても取り組んできた｡

しかし､日本の医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが､欧米先進諸国と比較

すると依然として少なくーがん性疹痛に苦しむがん患者の除痛がまだ十分に行

われていないことが推測される他､がんと診断された時から､身体的苦痛だけ

でなく､不安や抑うつなどの精神心理的苦痛､就業や経済負担などの社会的苦

痛などー患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して､迅速かつ適切な緩和ケ

アががん診療の中でまだ十分に提供されていない｡

また､拠点病院に設置されている専門的緩和ケアを提供すべき緩和ケアチー

ムの実績や体制等に質の格差が見られる他､専門的な緩和ケアを担う医療従事

者が不足している｡さらに､こうした緩和ケアの質を継続的に評価し還元でき

る体制も不十分である｡

この他､国民の､医療用麻薬-の誤解や緩和ケアが終末期を対象としたものと

する誤った認識があるなど､依然として国民に対して緩和ケアの理解や周知が

進んでいない｡

(取り組むべき施策)

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供.

し､確実に緩和ケアを受けられるよう､患者とその家族が抱える苦痛を適切に

汲み上げ､がん性疫病をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時か

ら行うなど､がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制を整備する｡また､患

者とその家族等の心情に対して十分に配慮した､診断結果や病状の適切な伝え

方についても検討を行う｡

拠点病院を中心に､医師をはじめとする医療従事者の連携を図り､緩和ケア
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チームなどが提供する専門的な緩和ケアへの患者とその家族のアクセスを改善

するとともに､個人 ･集団カウンセリングなど､患者とその家族や遺族などが

いつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を轟けられる体制を強化する｡

専門的な緩和ケアの質の向上のため､拠点病院を中心に､精神腰痛医をはじ

め､がん看護の専門看護師 ･認定看護師､社会福祉士､臨床心理士等の適正配

置を図り､緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上を図る｡

拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所な

どと連携し､患者とその家族の意向に応じた切れ目のない在宅医療の提供体制

を整備するとともに､急変した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制

を整備する｡

がん性療病で苦しむ患者をなくすため､多様化する医療用麻薬をはじめとし

た身体的苦痛緩和のための薬剤の迅速かつ適正な使用と普及を図る｡また､精

神心理的 ･社会的/苦痛にも対応できるよう､医師だけでなく､がん診療に携わ

る医療従事者に対する人材育成を進め､基本的な緩和ケア研修を実施する体制

を構築する｡

学会などと連携しー精神心理的苦痛に対するケアを推進するため､精神腫痔

医や臨床心理士等の心のケアを専門的に行う医療従事者の育成に取り組む｡

これまで取り組んできた緩和ケア研修会の質の維持向上を図るため､患者の

視点を取り入れつつ､研修内容の更なる充実とともにー必要に応じて研修指導

者の教育技法などの向上を目指した研修を実施する｡

医療従事者に対するがんと診断された時からの緩和ケア教育のみならず､大

学等の教育機関では､実習などを組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログラ

ムを策定する他､医師の卒前教育を担う教育指導者を育成するため､医学部に

緩和医療学講座を設置するよう努める｡

緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを国

民や医療 ･福祉従事者などの対象者に応じて効果的に普及啓発する｡

(個別日棟)

関係機関などと協力し､3年以内にこれまでの緩和ケアの研修体制を見直し､
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5年以内に､がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し､

知識と技術を習得することを目標とする｡特に拠点病院では､自施設のがん診

療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目標とする｡

また､3年以内に､拠点病院を中心に､緩和ケアを迅速に提供できる診療体

制を整備するとともに､緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケ

アの提供体制の整備と質の向上を図ることを目標とする｡

こうした取組により､患者とその家族などががんと診断された時から身体

的 ･精神心理的 ･社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受け､こうした苦

痛が緩和されることを目標とする｡

(4) 地域の医療 .介護サービス提供体制の構築

(現状)

医療提供体制についてはーがん患者がその居住する地域にかかわらず等しく

科学的根拠に基づく適切ながん医療を受けることができるよう拠点病院の整備

が進められてきた｡ 平成24 (2012)年4月現在､397の拠点病院が整

備され､2次医療圏に対する拠点病院の整備率は68%となっている｡

しかし､近年､拠点病院間に診療実績の格差があることに加え､診療実績や

支援の内容が分かりやすく国民に示されていないとの指摘がある｡また､拠点

病院はー2次医療圏に原則1つとされているため､既に同じ医療圏に拠点病院

が指定されている場合は､原則指定することができない｡さらに､国指定の拠

点病院に加え､都府県が独自の要件に従ってがん医療を専門とする病院を指定

しているため､患者にとって分かりにくいとの指摘もあり､新たな課題が浮か

び上がっている｡

地域連携については､がん医療の均てん化を目的に､地域の医療連携のツー

ルとして､平成20 (2008)年より地域連携クリティカルパスの整備が開

始された｡

しかし､多くの地域で地域連携クリティカルパスが十分に機能しておらず､

十分な地域連携の促進につながっていないと指摘されている｡

また､在宅医療 ･介護サービスについては､がん患者の間でもそのニーズが

高まっているが､例えば､がん患者の自宅での死亡割合は過去5年間大きな変

化が見られていない｡
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こうした状況の中､施設中心の医療から生活の場で必要な医療 .介護サービ

スを受けられる体制を構築することにより､住み慣れた場で安心して自分らし

い生活を送ることのできる社会の実現が求められている｡

そのため､入院医療機関では､在宅療養を希望する患者に対し､患者とその

家族に十分に説明した上で､円滑に切れ目なく在宅医療 ･介護サービスへ移行

できるよう適切に対応することが必要である｡また､在宅医療や介護を担う医

療福祉従事者の育成に当たっては､在宅療養中のがん患者が非がん患者と比較

して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ､がん患者への医療 .介護サービ

スについて､よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必要である｡さら

に､市町村等でも､急速な病状の変化に対応し､早期に医療 ･介護サービスが

提供されるよう､各制度の適切な運用が求められているo

(取り組むべき施策)

拠点病院のあり方 (拠点病院の指定要件､拠点病院と都道府県が指定する拠

点病院の役割､国の拠点病院に対する支援､拠点病院と地域の医療機関との連

携､拠点病院を中心とした地域のがん医療水準の向上､国民に対する医療 .支

援や診療実績等の情報提供の方法､拠点病院の客観的な評価､地域連携クリテ

ィカルパスの運用等)について､各地域の医療提供体制を踏まえた上で検討す

る｡

拠点病院は､在宅緩和ケアを提供できる医療機関などとも連携して､医療従

事者の在宅医療に対する理解を一層深めるための研修などを実施するとともに､

患者とその家族が希望する療養場所を選択できー切れ目なく質の高い緩和ケア

を含めた在宅医療 ･介護サーービスを受けられる体制を実現するよう努める｡ま

た､国はこうした取組を支援するO

地域連携や在宅医療 ･介護サービスについては､患者の複雑な病態や多様な

ニーズにも対応できるよう､地域の経験や創意を取り入れ､多様な主体が役割

分担の下に参加する､地域完結型の医療 .介護サービスを提供できる体制の整

備､各制度の適切な運用とそれに必要な人材育成を進める｡

(個別日棟)

がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく質の高いがん医療を受けら

れるよう､3年以内に拠点病院のあり方を検討し､5年以内に検討結果を踏ま

えてその機能を更に充実させることを目標とする｡
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また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう在

宅医療 ･介護サービス提供体制の構築を目標とする｡

(5) 医薬品 ･医療機器の早期開発 ･乗認等に向けた取組

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましいが､治験着手の遅れ､治験の実施や承認審査に

時間がかかる等の理由で､欧米で標準的に使用されている医薬品･医療機器が

日本で使用できない状況であるいわゆる rドラッグ･ラグ｣｢デバイス ･ラグ｣
が問題となっている｡

こうした問題に取り組むため､政府では ｢革新的医薬品 ･医療機器創出のた

めの5か年戦略｣(平成19 (2LOO7)年)､｢新たな治験活性化5カ年計画｣

(平成19 (2007)年)ー｢医療機器の審査迅速化アクションプログラム｣(平

成20 (2008)年)に基づき医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承認に向けた

取組が行われ､審査期間の短縮等が図られてきている｡

また､欧米では使用が認められているが､国内では承認されていない医薬品

や適応 (未承認薬 ･適応外薬)に係る要望の公募を実施し､｢医療上の必要性の

高い末永認薬 ･適応外集検討会議｣の中で､医療上の必要性を判断し､企業へ

の開発要請や開発企業の募集を行う取組が平成21 (2009)年より進めら

れている｡

具体的には､学会や患者団休等から平成21 (2009)年当時､未承認薬

のみならず､適応外薬についても多くの要望が提出され､そのうち医療上の必

要性の高い未承認薬･適応外薬について､承認に向けた取組が進められている｡

しかしながら､国際水準の質の高い臨床研究を行うための基盤整備が十分で

ないほか､がんの集学的治療開発を推進するための研究者主導臨床試験を実施

する基盤も不十分である｡特に希少がん ･小児がんについては患者の数が少な

く治験が難しいためドラッグ ･ラグの更なる拡大が懸念されており､一層の取

組が求められている｡

(取り組むべき施策)

質の高い臨床研究を推進するため､国際水準の臨床研究の実施や研究者主導

治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院 (仮称)を整備していくほか､引き

続き研究者やCRC (臨床研究コーディネーター)等の人材育成に努める0
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (以下 ｢PMDA｣という｡)は､引き

続き薬事戦略相談事業を継続するなど体制を強化しつつ､PMDAと大学 ･ナ

ショナルセンター等の人材交流を進め､先端的な創薬 ･医療機器等の開発に対

応できる審査員の育成を進めていく｡

未乗認薬 ･適応外薬の開発を促進するため､引き続き､｢医療上の必要性の高

い未乗認薬 ･適応外薬検討会議｣を定期的に開催し､欧米等で承認等されてい

るが国内で未承認 ･適応外の医薬品等であって医療上必要性が高いと詑められ

るものについて､関係企業に治験実施等の開発を要請する取組を行う｡また､

こうした要請に対して企業が治験に取り組めるよう､企業治験を促進するため

の方策を､既存の取組の継続も含めて検討する｡未東認薬のみならず適応外薬

も含め､米国等の承認の状況を把握するための取組に着手する｡

｢医療上の必要性の高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必

要性が高いと判断されたにもかかわらず､長期間治験が見込まれない抗がん剤

についても､保険外併用療養費制度の先進医療の運用を見直し､先進医療の迅

速かつ適切な実施について取り組んでいく｡

なお､がんを含め､致死的な疾患等で他の治療法がない場合に､未承認薬や

適応外薬を医療現場でより使いやすくするための方策については､現行制度の

基本的な考え方や患者の安全性の確保といった様々な観点や課題を踏まえつつ､

従前からの議論を継続する｡

希少疾病用医薬品 ･医療機器について､専門的な指導 ･助言体制を有する独

立行政法人医薬基盤研究所を活用するなど､より重点的な開発支援を進めるた

めの具体的な対策を検討する｡

臨床研究や治験を進めるためには患者の参加が不可欠であることから､国や

研究機関等は､国民や患者の目線に立って､臨床研究 ･治験に対する普及啓発

を進め､患者に対して琉床研究 ･治験に関する適切な情報提供に努める｡

(個別目標)

医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承認等に向けて､臨床研究中核病院 (仮称)

の整備､pMDAの充実､未承認薬 .適応外薬の治験の推進､先進医療の迅速

かつ適切な実施等の取組を一層強化し､患者を含めた国民の視点に立って､有
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効で安全な医薬品 ･医療機器を迅速に提供するための取組を着実に実施するこ

とを目標とする｡

.(6) その他

く希少がん)

(現状)

希少がんについては､様々な希少がんが含まれる小児がんをはじめ､様々な

臓器に発生する肉腫､口腔がん､成人T細胞白血病 (以下 ｢ATL｣という｡)

など､数多くの種類が存在するが､それぞれの患者の数が少なく､専門とする

医師や施設も少ないことから､診療ガイドラインの整備や有効な診断 ･治療法

を開発し実用化することが難しく､現状を示すデータや医療機関に関する情報

も少ない｡

(取り組むべき施策)

患者が安心して適切な医療を受けられるよう､専門家による集学的医療の提

供などによる適切な標準的治療の提供体制､情報の集約 ･発信､相談支援､研

究開発等のあり方について､希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等

も参考にしながら検討する｡

(偲別巨襟)

中間評価に向けて､希少がんについて検討する場を設置し､臨床研究体制の

整備とともに個々の希少がんに見合った診療体制のあり方を検討する｡

く病理診断)

(現状)

病理診断医については､これまで拠点病院では､病理 ･細胞診断の提供体制

の整備を行ってきたが､依然として病理診断医の不足が深刻な状況にあるO

(取り組むべき施策)

若手病理診断医の育成をはじめ､細胞検査士等の病理関連業務を専門とする

臨床検査技師の適正配置などを行い､さらに病理診断を補助する新たな支援の

あり方や病理診断システムや情報技術の導入､中央病理診断などの連携体制の

構築などについて検討し､より安全で質の高い病理診断や細胞診断の均てん化

に取り組む｡

(個別目林)
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3年以内に､拠点病院などで､病理診断の現状を調査し､がん診療の病理診

断体制のあり方などについて検討する｡

くリハビリテーション)

(現状)

リハビリテーションについては､治療の影響から患者の療下や呼吸運動など

の日常生活動作に障害が生じることがあり､また､がん患者の病状の進行に伴

い､次第に日常生活動作に次第に障害を来し､著しく生活の質が悪化すること

がしばしば見られることから､がん領域でのリハビリテーションの重要性が指

摘されている｡

(取り組むべき施策)

がん患者の生活の質の維持向上を目的として､運動機能の改善や生活機能の

低下予防に資するよう､がん患者に対する質の高いリハビリテーションについ

て積極的に取り組む｡

(個別巨額)

拠点病院などで､がんのリハビリテーションに関わる医療従事者に対して質

の高い研修を実施し､その育成に取り組む｡

2. がんに関する相談支援と情報提供

(現状)

医療技術の進歩や情報端末の多様化に伴い多くの情報があふれる中､患者や

その家族が医療機関や治療の選択に迷う場面も多くなっていることから､これ

まで拠点病院を中心に相談支援センターが設置され､患者とその家族のがんに

対する不安や疑問に対応してきた｡

また､国立がん研究センターでは､様々ながんに関連する情報の収集､分析､

発信､さらに相談員の研修や各種がんに関する小冊子の作成配布等､･相談支援

と情報提供の中核的な組織として活動を行ってきた｡さらに､学会､医療機関､

患者団体､企業等を中心として､がん患者サロンや患者と同じような経験を持

つ者による支援 (ピア･サポー ト)などの相談支援や情報提供に係る取組も広

がりつつある｡

しかしながら､患者とその家族のニーズが多様化している中､相談支援セン

ターの実績や体制に差がみられ､こうした差が相談支援や情報提供の質にも影
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響していることが懸念されている｡また､相談に対応可能な人員が限られる中､

最新の情報を正確に提供し､精神心理的にも患者とその家族を支えることので

きる体制の構築などの課題が指摘されている｡

(取り組むべき施策)

国 ･地方公共団体 ･拠点病院等の各レベルでどのような情報提供と相談支援

をすることが適切か明確にし､学会､医療機関､患者団休､企業等の力も導入

したより効率的 ･効果的な体制構築を進めるO

拠点病院は､相談支援センターの人員確保､院内 ･院外の広報､相談支援セ

ンター間の情報共有や協力体制の構築､相談者からフィー ドバックを得るなど

の取組を実施するよう努め､国はこうした取組を支援するO

拠点病院は､相談支援センターと院内診療科との連携を図り､特に精神心理

的苦痛を持つ患者とその家族に許して専門家による診療を適切な時期に提供す

るよう努める｡

がん患者の不安や悩みを軽減するためには､がんを経験した者もがん患者に

対する相談支援に参加することが必要であることから､国と地方公共団体等は､

ピア ･サポー トを推進するための研修を実施するなど､がん患者 ･経験者との

協働を進め､ピア･サポー トをさらに充実するよう努める｡

国立がん研究センターは､相談員に対する研修の充実や情報提供 ･相談支援

等を行うとともに､希少がんや全国の医療機関の状況等についてもより分かり

やすく情報提供を行い､全国の中核的機能を担う｡

pMDAは､関係機関と協力し､副作用の情報収集 ･評価と患者への情報提

供を行う｡

(個別目棟)

患者とその家族のニーズが多様化している中､地方公共団体､学会､医療機

関､患者団体等との連携の下､患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ､がん

の治療や副作用 ･合併症に関する情報も含めて必要とする最新の情報を正しく

提供し､きめ細やかに対応することで､患者とその家族にとってより活用しや

すい相談支援体制を早期に実現することを目標とする｡
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3. がん登録

(現状)

がんの罷患数や罷患率､生存率､治療効果の把握など､がん対策の基礎とな

るデータを得ることにより､エビデンスに基づいたがん対策や質の高いがん医

療を実施するため､また､国民や患者への情報提供を通じてがんに対する理解

を深めるためにもがん登緑は必須である｡

地域がん登録は健康増進法 (平成14年法律第103号)第16条に基づき

平成24 (2012)年1月現在､45道府県で実施され､平成24 (201

2)年度中に全都道府県が実施する予定となっている｡また､地域がん登録へ

の積極的な協力と院内がん登録の実施は拠点病院の指定要件であり､拠点病院

で全国の約6割の患者をカバーしていると推定されている｡平成23 (201

1)年5月､国立がん研究セ_ンターが拠点病院の院内がん登録情報を初めて公

開した｡

地域がん登録の取組は徐々に拡大し､登録数も平成19 (2007)年35

万件から平成22(2010)年59万件へと順調に増加しているが､医療機

関に届出の義務はなく､職員も不足している等の理由から院内がん登録の整備

が不十分であること､現在の制度の中で､患者の予後情報を得ることは困難又

はその作業が過剰な負担となっていること､地域がん登録は各都道府県の事業

であるため､データの収集､予後調査の方法､人員､個人情報保護の取扱いな

どの点でばらつきがみられることなどが課題としてあげられる｡ さらに､国の

役割についても不明確であり､こうした理由から､地域がん登録データの精度

が不十分であり､データの活用 (国民への還元)が進んでしヽないとの指摘があ

る｡

(取り組むべき施策)

法的位置付けの検討も含めて､効率的な予後調査体制を構築し､地域がん登

録の精度を向上させる｡また､地域がん登録を促進するための方策を､既存の

取組の継続も含めて検討する｡

国､地方公共団体､医療機関等は､地域がん登録の意義と内容について周知

を図るとともに､将来的には検診に関するデータや学会による臓器がん登録等

と組み合わせることによって更に詳細にがんに関する現状を分析していくこと

を検討する｡
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国立がん研究センターは､拠点病院等への研修､データの解析･発信､地域 ･

院内がん登録の標準化への取組等を引き続き実施し､各医療機関は院内がん登

録に必要な人材を確保するよう努める｡

(個別目棟)

5年以内に､法的位置付けの検討も含め､効率的な予後調査休制の構築や院

内がん登録を実施する医療機関数の増加を通じて､がん登録の精度を向上させ

ることを目標とする｡

また､患者の個人情報の保護を徹底した上で､全てのがん患者を登録し､予

後調査を行うことにより､正確ながんの擢患数や羅患率､生存率､治療効果等

を把握し､国民､患者､医療従事者､行政担当者､研究者等が活用しやすいが

ん登録を実現することを目標とする｡

4.がんの予防

(現状)

がんの原因は､喫煙 (受動喫煙を含む)､食生活､運動等の生活習慣､ウイル

スや細菌への感染など様々なものがある｡特に､喫煙が肺がんをはじめとする

種々のがんの原因となっていることは､科学的根拠をもって示されている｡

たばこ対策については､､｢21世紀における国民健康づくり運動｣や健康増
進法に基づく受動喫煙対策を行ってきたが､平成17 (2005)年に ｢たば

この規制に関する世界保健機関枠組条約｣が発効したことから､日本でも､同

条約の締約国として､たばこ製品への注意文言の表示強化､広告規制の強化､

禁煙治療の保険適用､公共の場は原則として全面禁煙であるべき旨の通知の発

出等対策を行ってきた｡また､平成22 (2010)年TO月には､国民の健

康の観点から､たばこの消費を抑制するという考え方の下､1本あたり3.5

円のたばこ税率の引上げを行った｡

こうした取組により､成人の喫煙率は､24. 1% (平成19 (2007)

年)から19.5% (平成22 (2010)年)と減少したところであるが､

男性の喫煙率は､32.2% (平成22 (2010)年)と諸外国と比較する

と依然高い水準である｡

また､成人の喫煙者のうち､禁煙を希望している者は､28.9% (平成1

9 (2007)年)から37.6% (平成22 (2010)年)と増加してい

る｡
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受動喫煙の機会を有する者の割合については､行政機関は16.9% (平成

20 (2008)年)､医療機関は13.3% (平成20 (2008)年)とな

っている｡一方､職場の受動喫煙の状況については､｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室

を設けそれ以外を禁煙｣のいずれかの措置を講じている事業所の割合が64%､

職場で受動喫煙を受けている労働者が44% (平成23 (2011)年)とさ

れ､職場の受動喫煙に対する取組が遅れている｡また､家庭で日常的に受動喫

煙の機会を有する者の割合は10.7% (平成22 (2010)年)､飲食店で

受動喫煙の機会を有する者の割合は50. 1% (平成22 (2010)年)と

なっている｡

また､ウイルスや細菌への感染は､男性では喫煙に次いで2番目､女性では

最もがんの原因として寄与が高い因子とされている｡例えば､子宮頚がんの発

がんと関連するヒトパピローマウイルス (以下 ｢HPVJという.)､肝がん

と関連する肝炎ウイルス､ATLと関連するヒトT弼胞白血病ウイルス1型(以
下 ｢HTLV-1｣というO)､胃がんと関連するヘリコバクタ一 ･ピロリな

どがある.この対策として､子宮窺がん予防 (HPV)ワクチン接種の推進､

肝炎ウイルス検査体制の整備､HTLV-1の感染予防対策等を実施している｡

がんと関連する生活習慣等については､r21世紀.=おける国民健康づくり
運動｣等で普及 ･啓発等を行ってきたが､多量に飲酒する人の割合や野菜の摂

取量に変化が見られず､果物類を摂取している人の割合が低下しているなど､

普及啓発が不十分な部分がある｡

(取り組むべき施策)

たばこ対策については､喫煙率の低下と受動喫煙の防止を達成するための施

策等をより一層充実させる｡具体的には､様々な企業 ･団体と連携した喫煙が

与える健康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動の一層の推進の

他､禁煙希望者に対する禁煙支援を図るとともに､受動喫煙の防止については､

平成22 (2010)年に閣議決定された ｢新成長戦略｣の工程表の中で､｢受

動喫煙のない職場の実現｣が目標として掲げられていることを踏まえ､特に職

場の対策を強化する｡また､家庭における受動喫煙の機会を低下させるに当た

っては､妊産婦の喫煙をなくすことを含め､受動喫煙防止を推進するための普

及啓発活動を進める｡

感染に起因するがんへの対策のうち､HPVについては､子宮頚がん予防(H

pv)ワクチンの普及啓発､ワクチンの安定供給に努めるとともにワクチン接
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種の方法等のあり方について検討を行う.また､引き続き子宮致がん検診につ

いても充実を図る｡肝炎ウイルスについては､肝炎ウイルス検査体制の充実や

普及啓発を通じて､肝炎の早期発見 ･早期治療につなげることにより､肝がん

の発症予防に努める｡また､B型肝炎ウイルスワクチンの接種の方法等のあり

方につし十て検討を行う｡HTLV-1については､感染予防対策等に引き続き

取り組む｡ヘリコバクタ一 ･ピロリについては､除菌の有用性について内外の

知見をもとに検討する｡

その他の生活習慣等については､｢飲酒量の低減｣､｢定期的な運動の継続｣､

｢適切な体重の維持｣､ ｢野菜 ･果物摂取量の増加｣､ ｢食塩摂取量の減少｣

等の日本人に推奨できるがん予防法について､効果的に普及啓発等を行う｡

(個別目横)

喫煙率については､平成34 (2022)年度までに､禁煙希望者が禁煙す

ることにより成人喫煙率を12%とすることと､未成年者の喫煙をなくすこと

を巨榛とする｡さらに､ー受動喫煙については､行政機関及び医療機関は平成3

4 (2022)年度までに受動喫煙の機会を有する者の割合を0%､職場につ

いては､事業者が ｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室を設けそれ以外を禁煙｣のいずれ

かの措置を講じることにより､平成32 (2020)年までに､受動喫煙の無

い聴場を実現することを目積とする｡また､家庭､飲食店については､喫煙率

の低下を前提に､受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより､平

成34 (2022)年度までに家庭は3%､飲食店は15%とすることを目標

とする｡

また､感染に起因するがんへの対策を推進することにより､がんを予防する

ことを目標とする｡

さらに､生活習慣改善については､ ｢ハイリスク飲酒者の減少｣､ ｢運動習

慣者の増加｣､｢野菜と果物の摂取量の増加｣､｢塩分摂取量の減少｣等を目
標とする｡

5.がんの早期発見

(現状)

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)の事業

として行われている｡

国は､平成23 (2011)年度までにがん検診受診率を50%以上にする

ことを目標に掲げ､がん検診無料クーポンと検診手帳の配布や､企業との連携
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促進､受診率向上のキャンペーン等の取組を行ってきた｡また､がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等､科学的根拠に基づくがん検診

を推進してきたOさらに､地方公共団体でも､普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施してきた｡

しかしながら､がん検診の受診率は､子宮環がん･乳がん検診で近年上昇し､

年代によっては40%を超えているが､依然として諸外国に比べて低く､20%

から30%程度である｡この理由としてがん検診へのアクセスが悪い､普及管

発が不十分であること等が指摘され､また､厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている｡

また､科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく､国の指針

以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施し

ている市町村の数はそれぞれ1000を超えている｡また､精度管理を適切に

実施している市町村数は徐々に増加しているが､依然として少ない｡

さらに､現状､がん検診を受けた者の40%から50%程度が職域で受けて

いるほか､個人でがん検診を受ける者もいる｡しかしながら､磯城等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっている｡

(取り組むべき施策)

市町村によるがん検診に加えて､職域のがん検診や､個人で受診するがん検

診､さらに､がん種によっては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて､その実態のよL)正確な分析を行う｡

がん検診の項目について､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行う｡都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう､引き続き助言を行い､市町村はこれを実施するよう努め

る｡さらに､磯城のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行うO

都道府県は､生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により､

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する｡

精度管理の一環として､検診実施機関では､受診者へ分かりやすくがん検診
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を説明するなど､受診者の不安を軽減するよう努める｡

受診率向上施策については､これまでの施策の効果を検証した上で､.検診受

診の手続きの簡便化､効果的な受診勧奨方法の開発､職域のがん検診との連携

など､より効率的 .効果的な施策を検討する｡

がん検診の意義､がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間 ドックなどの任意型検診との違いや､がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が ｢陽性｣となる場合もある

などがん検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進める｡

(個別目棟)

5年以内に､全ての市町村が､精度管理 ･事業評価を実施するとともに､科

学的根拠に基づくがん検診を実施することを目積とする ｡

がん検診の受診率については､5年以内に50%(胃､肺､大腸は当面40%)

を達成することを且標とする｡目標値については､中間評価を踏まえ必要な見

直しを行う｡また､健康増進法に基づくがん検診では､年齢制限の上限を設け

ず､ある一定年齢以上の者を対象としているが､受診率の算定に当たっては､

海外諸国との比較等も踏まえ､40歳から69歳 (子宮環がんは20歳から6

9歳)までを対象とする｡

がん検診の項巨や方法については､国内外の知見を収集して検討し､科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする｡

6,がん研究

(現状)

日本のがん研究は､平成16 (2004)年度に策定された ｢第3次対がん

10か年給合戦略｣を基軸として､戦略的に推進されるとともに､これまでの

基本計画で掲げられた､難治性がんの克服や患者のQOL向上に資する研究な

ど臨床的に重要性の高い研究や､がん医療の均てん化など政策的に必要性の高

い研究に重点的に取り組んできている｡

また､国内のがん研究に対する公的支援は､厚生労働省､文部科学省､経済

産業省など複数の関係省庁により実施され､内閣府の総合科学技術会議と内閣

官房医療イノベーション推進室によって各省庁によるがん研究事業の企画立案

から実施状況までの評価や予算の重点化が行われ､省庁間の一定の連携が図ら

れるとともに､がん研究の推進体制や実施基盤に多様性をもたらしている｡
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しかし､依然として､多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部

分も多く､がんの予防や根治､治療に伴う副作用の軽減等を目指した基礎研究
＼

をさらに推進する必要がある｡また､近年は､国際的に進められているがんワ

クチン開発等の免疫療法をはじめ､日本発のがん治療薬や医療機器の開発の遅

れが指摘され､特に難治性がんや小児がんを含めた希少がんについては､創薬

や機器開発をはじめとして､有効な診断 ･治療法を早期に開発し､実用化する

ことが求められている｡

また､基礎研究､臨床研究､公衆衛生研究等､全ての研究分野でその特性に

適した研究期間の設定や研究費の適正配分が行われてなく､研究に関わる専門

の人材育成等を含めた絶続的な支援体制が十分に整備されていないことが､質

の高い研究の推進の障害となっている｡

さらに､各省庁による領域毎のがん研究の企画 .設定と省庁間連携､国内の

がん研究の実施状況の全貌の把握と更なる戦略的 ･一体的な推進が求められて

いる｡
(

この他､全てのがん研究に関して､その明確な目標や方向性が患者や国民に

対して適切に伝えられてなく､その進捗状況を的確に把握し評価するため体制

も不十分である｡

(取り組むべき施策)

ドラッグ ･ラグとデバイス -ラグの解消の加速に向け､より質の高い臨床試

験の実施を目指し､がんの臨床試験を統合.調整する体制や枠組みを整備する｡

また､日本発の革新的な医薬品.医療機界を創出するため､がん免疫療法の

がんワクチンや抗体薬の有用性を踏まえた創薬研究をはじめ､国際水準に準拠

した上で､first-in-human試験 (医薬品や医療機器を初めてヒトに使用する試
験をいう｡)､未承認薬などを用いた研究者主導臨床試験を実施するための基盤

整廟と研究施設内の薬事支援部門の強化を推進する｡

より効率的な適応拡大試験などの推進のため､平成24 (2012)年度よ

り臨床試験グループの基盤軍備に対する支援を図る｡

固形がんに対する革新的外科治療 ･放射線治療の実現､新たな医療機器導入
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と効果的な集学的治療法開発のため､中心となって臨床試験に取り組む施設を

整備し､集学的治療の臨床試験に対する支援を強化する｡

がんの特性の理解とそれに基づく革新的がん診断･治療法の創出に向け､先端

的生命科学をはじめとする優良な医療シーズ (研究開発に関する新たな発想や

技術などをいう｡)を生み出すがんの基礎研究-の支援を一層強化するとともに､

その基礎研究で得られた成果を臨沫試験等へつなげるための橋渡し研究などへ

の支援の拡充を図る｡

限られた研究資源を有効に活用するため､公的なバイオバンクの構築や解析

研究拠点等の研究基盤の整備と情報の共有を促進することにより､日本人のが

んゲノム解析を推進する｡

国内の優れた最先端技術を応用した次世代の革新的医療機器開発を促進する｡

またー実際に一定数のがん患者に対して高度標準化治療を実施している施設に

医療機器開発プラットフォームを構築し､それを活用した効率的な臨床試験の

推進に対-して継続的に支援する｡

がんの予防方法の確立に向けて､大規模な公衆衛生研究や予防研究が効率的

に実施される体制を整備し､放射線 ･化学物質等の健康影響､予防介入効果､

検診有効性等の評価のための大規模疫学研究を戦略的に推進するとともに､公

衆衛生研究の更なる推進のため､個人情報保護とのバランスを保ちつつ､がん

に関する情報や行政資料を利用するための枠組みを整備する｡

社会でのがん研究推進全般に関する課題を解決するため､研究成果に対する

透明性の高い評価制度を確立 ･維持するとともに､がん研究全般の実施状況と

その成果を国民に積極的に公開することにより､がん研究に対する国民やがん

患者の理解の深化を図り､がん患者が主体的に臨床研究に参画しやすい環境を

整備する｡

がん登録の更なる充実を通じて､がん政策科学へのエビデンスの提供を推進

するとともに､ 予防 ･検診 ･診断ガイドラインの作成や､がん予防の実践､が

ん検診の精度管理､がん医療の質評価､患者の経済的負担や就労等に関する政

策研究に対して効果的な研究費配分を行う｡

若手研究者 (リサーチ ･レジデント等)や研究専門職の人材をはじめとする
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がん研究に関する人材の戦略的育成や､被験者保護に配慮しつつ倫理指針の改

定を行うとともに､研究と倫理審査等の円滑な運用に向けた取組を行う｡

(個別目棟)

国は､｢第3次対がん10か年給合戦略｣が平成25 (2013)年度に終了

することから､2年以内に､国内外のがん研究の推進状況を僻轍し､がん研究

の課題を克服し､企画立案の段階から基礎研究､臨床研究､公衆衛生学的研究､

政策研究等のがん研究分野に対して関係省庁が連携して戦略的かつ一体的に推

進するため､今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等を明示する新たな総

合的ながん研究戦略を策定することを目標とする｡

また､新たながん診断 .治療法やがん予防方法など､がん患者の視点に立っ

て実用化を目指した研究を効率的に推進するため､がん患者の参画などを図り､

関係省庁の連携や研究者間の連携を促進する機能を持った体制を整備し､有効

で安全ながん医療をがん患者を含めた国民に速やかに提供することを目標とす

る｡

7.小児がん

(現状)

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がんは､成人のがんと異な

り生活習慣と関係なくー乳幼児から思春期､若年成人まで幅広い年齢に発症し､

希少で多種多様ながん種からなる｡

一方､小児がんの年間患者の数は2000人から2500人と少ないが､小

児がんを扱う施設は約200程度と推定されー医療機関によっては少ない経験

の中で医療が行われている可能性があり､小児がん患者が必ずしも適切な医療

-を受けられていないことが懸念されているo

また､強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治療により､治癒した

後も発育 ･発達障害､内分泌障害､臓器障害､性腺障害､高次脳機能障害､二

次がんなどの問題があり､診断後､長期にわたって日常生活や就学 ･就労に支

障を来すこともあるため､患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期

的な支援や配慮が必要である｡

さらに､現状を示すデータも限られ､治療や医療機関に関する情報が少なく､

心理社会的な問題への対応を含めた相談支援体制や､セカンドオピニオンの体

制も不十分である｡
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(取り組むべき施策)

小児がん拠点病院 (仮称)を指定し､専門家による集学的医療の提供 (緩和

ケアを含む)､患者とその家族に対する心理社会的な支援､適切な療育 ･教育環

境の提供､小児がんに携わる医師等に対する研修の実施､セカンドオピニオン

の体制整備､患者とその家族､医療従事者に対する相談支援等の体制を整備す

る｡

小児がん拠点病院を整備したのち､小児がん拠点病院は､地域性も踏まえて､

患者が速やかに適切な治療が受けられるよう､地域の医療機関等との役割分担

と連携を進める｡また､唇者が､発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留

まり､他の子どもたちと同じ生活 ･教育環境の中で医療や支援を受けられるよ

うな環境を整備する｡

小児がん経験者が安心して暮らせるよう､地域の中で患者とその家族の不安

や治療による合併症､二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制と

ともに､小児がん経験者の自立に向けた心理社会的な支援についても検討する｡

小児がんに関する情報の集約 .発信､診療実績などのデータベースの構築､

コ-ルセンター等による相談支援､全国の小児がん関連施設に対する診療､連
携､臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関のあり方について検討し整備

を開始する｡

(個別目標)

小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環

境の整備を目指し､5年以内に､小児がん拠点病院を整備し､小児がんの中核

的な機関の整備を開始することを目標とする｡

8.がんの教育 ･普及啓発

(現状)

健康については子どもの頃から教育することが重要であり､学校でも健康の

保持増進と疾病の予防といった観点から､がんの予防も含めた健康教育に取り

組んでいる｡しかし､がんそのものやがん患者に対する理解を深める教育は不

十分であると指摘されている｡

また､患者を含めた国民に対するがんの普及啓発は､例えば ｢がん検診50%
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集中キャンペーン｣の開催､国立がん研究センターや拠点病院等の医療機関を

中心とした情報提供や相談支援､民間を中心としたキャンペーン､患者支援､

がん検診の普及啓発や市民公開講座など様々な形で行われている｡しかし､い

まだがん検診の受診率は20%から30%程度であるなどがんに対する正しい

理解が必ずしも進んでいない｡

さらに､職域でのがんの普及啓発､がん患者への理解､がんの薬が開発され

るまでの過程や治験に対する理解､様々な情報端末を通じて発信される情報に

よる混乱等新たなニーズや問題も明らかになりつつある｡

(取り組むべき施策)

健康教育全体の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討する｡

地域性を踏まえて､がん患者とその家族､がんの経験者､がん医療の専門家､

教育委員会をはじめとする教育関係者､国､地方公共団体等が協力して､対象

者ごとに指導内容 ･方法を工夫した ｢がん｣教育の試行的取組や副読本の作成

を進めていくとともに､国は民間団体等によって実施されている教育活動を支

援する｡

国民-の普及啓発について､国や地方公共団体は引き続き､検診や緩和ケア

などの普及啓発活動を進めるとともに､民間団体によって実施されている普及

啓発活動を支援する｡

患者とその家族に対しても､国や地方公共団体は引き続き､拠点病院等医療

機関の相談支援 ･情報提供機能を強化するとともに､民間団体によって実施さ

れている相談支援 ･情報提供活動を支援する｡

(個別目標)

子どもに対しては､健康と命の大切さについて学び､自らの健康を適切に管

理し､がんに対する正しい知識とがん患者に対する正しい認識を持つよう教育

することを目指し､5年以内に､学校での教育のあり方を含め､健康教育全体

の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討し､検討結果に基づく教育活

動の実施を目標とする｡

国民に対しては､がん予防や早期発見につながる行動変容を促し､自分や身

近な人ががんに罷患してもそれを正しく理解し､向かい合うため､がんの普及

啓発活動をさらに進めることを目標とする｡､
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患者に対しては､がんを正しく理解し向き合うため､患者が自分の病状､治

療等を学ぶことのできる環境を整備する｡患者の家族についても､患者の病状

を正しく理解し､患者の心の変化､患者を支える方法などに加え､患者の家族

自身も心身のケアが必要であることを学ぶことのできる環境を整備することを

目標とする0

9.がん患者の就労を含めた社会的な問題

(現状)

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡している一方､がん医療の進歩とともに､日本の全がんの5年相対生存率

は57%であり､がん患者 ･経験者の中にも長期生存し､社会で活躍している

者も多い｡

一方､がん患者 ･経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題に直

面している者も多い｡例えば､厚生労働省研究班によると､がんに羅患した勤

労者の30%が依願退赦しー4%が解雇されたと報告されている｡こうしたこ

とからー就労可能ながん患者 ･経験者さえも､復職､継続就労､新規就労する

ことが困難な場合があると想定される｡

また､拠点病院の相談支援センターでも､就労､経済面､家族のサポー トに

関することなど､医療のみならず社会的な問題に関する相談も多い｡しかしな

がら､必ずしも相談員が就労に関する知識や情報を十分に持ち合わせていると

は限らず､適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸念されるO

(取り組むべき施策)

がん以外の患者へも配慮しつつ､がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや

課題を明らかにした上で､職場でのがんの正しい知識の普及､事業者 .がん患

者やその家族 ･経験者に対する情報提供 ･相談支援体制のあり方等を検討し､

検討結果に基づいた取組を実施する｡

働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう､医療従事者､産

業医､事業者等との情報共有や連携の下､プライバシー保護にも配慮しつつ､

治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し､検討結果に基

づき試行的取組を実施する｡

がん患者も含めた患者の長期的な経済負担の軽減策については､引き続き検
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封を進める｡

医療機関は､医療従事者にとって過度な業務負担とならないよう健康確保を

図った上で､患者が働きながら治療を受けられるように配慮するよう努めるこ

とが望ましい｡

事業者は､がん患者が働きながら治療や療養できる環境の整備､さらに家族

ががんになった場合でも働き続けられるような配慮に努めることが望ましい｡

また､職場や採用選考時にがん患者 ･経験者が差別を受けることのないよう十

分に留意する必要がある｡

(個別目標)

がん患者 ,経験者の就労に関するニーズや課題を3年以内に明らかにした上

で､国､地方公共団体､関係者等が協力して､がんやがん患者 ･経験者に対す

る理解を進めーがん患者 ･経験者とその家族等の仕事と治療の両立を支援する

ことを通じて一抱えている不安の軽減を図り､がんになっても安心して働き暮

らせる社会の構築を目標とするO

第5 がん対策を稔合的かつ計画的に推進するために必要な辛 目

T. 関係者等の連携協力の更なる強化

がん対策の推進に当たっては､国､地方公共団体と関係者等が､適切な役割

分担の下､相互の連携を囲りつつ一体となって努力していくことが重要である｡

2. 都道府県による都道府県計画の策定

都道府県では､基本計画を基本として､平成25(2013)年度からの新

たな医療計画等との調和を図り､がん患者に対するがん医療の提供の状況等を

踏まえ､地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策も盛り込みつつ､なるべ

く早期に ｢都道府県がん対策推進計画｣(以下 ｢都道府県計画｣という｡)の見

直しを行うことが望ましい｡

なお､見直しの際には､都道府県のがん対策推進協議会等へのがん患者等の

参画をはじめとして､関係者等の意見の把握に努め､がん対策の課題を抽出し､

その解決に向けた目標の設定及び施策の明示､進捗状況の評価等を実施し､必

要があるときは､都道府県計画を変更するように努める｡また､国は､都道府

33



県のがん対策の状況を定期的に把握し､都道府県間の情報共有等の促進を行う｡

都道府県計画の作成に当たって､国は､都道府県計画の作成の手法等の重要

な技術的事項を助言し､都道府県はこれを踏まえて作成するよう努める｡

3. 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため､国と地方公共団

体は､関係者等の意見の把握に努め､がん対策に反映させていくことが極めて

重要である｡

4. がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は､がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが､

がん患者を含めた国民は､その恩恵を受けるだけでなく､主体的かつ積極的に

活動する必要がある｡また､企業等には､国民のがん予防行動を推進するため

の積極的な支援 ･協力が望まれる｡

なお､がん患者を含めた国民には､基本法第6条のとおり､がんに関する正

しい知識を持ち､がんの予防に必要な注意を払い､必要に応じがん検診を受け

るよう努めることの他､少なくとも以下の努力が望まれる｡

● がん医療はがん患者やその家族と医療従事者とのより良い人間関係を

基盤として成り立っていることを踏まえ､医療従事者のみならず､がん患

者やその家族も医療従事者との信頼関係を構築することができるよう努

めること｡

∫● がん患者が適切な医療を受けるためには､セカンドオピニオンに関する

情報の提示等を含むがんに関する十分な説明､相談支援と情報提供等が重

要であるが､がん患者やその家族も病態や治療内容等について理解するよ

う努めること｡

● がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策を実現するため､がん患

者を含めた国民や患者団体も､国､地方公共団体､関係者等と協力し､都

道府県のがん対策推進協議会等のがん対策を議論し決定する過程に参加

し､がん医療やがん患者とその家族に対する支援を向上させるという自覚

を持って活動するよう努めること｡
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● 治験を含む臨床試験を円滑に実行するためには､がん患者の協力が不可

欠であり､理解を得るための普及啓発は重要であるが､がん患者を含めた

国民も､がんに関する治験と臨床試験の意義を理解するよう努めること0

5. 必要な財政措置の実施と予算の効率化･重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し､全体目標を達成するため

には､がん対策を推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講

じるなど､各取組の着実な実施(.=向け必要な財政措置を行っていくことが重要

である0

-万で､近年の厳しい財政事情の下では､限られた予算を最大限有効に活用

することにより､がん対策による成果を収めていくという視点が必要となる｡

このため､より効率的に予算の活用を図る観点から､選択と集中の強化､各

施策の重複排除と関係麻省間の連携強化を図るとともに､官民の役割と費用負

担の分担を図る｡

6. 巨棟の達成状況の把握とがん対策を評価する指棟の策定

基本計画に定める目標については､適時､その達成状況について調査を行い､

その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表する｡また､が

ん対策の評価に資する､医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標の策定

について必要な検討を行しヽ､施策の進捗管理と必要な見直しを行う｡

なお､国は基本計画に基づくがん対策の進捗状況について3年を目途に中間

評価を行う｡この際､個々の取り組むべき施策が個別目標の達成に向けてどれ

だけの効果をもたらしているか､また､施策全体として効果を発揮しているか

という観点から評価を行い､その評価結果を踏まえ､課題を抽出し､必要に応

じて施策に反映する｡また､協議会は､がん対策の進捗状況を適宜把握し､施

策の推進に資するよう必要な提言を行うとともに､必要に応じて専門委員会等

の積極的な活用を行うこととする.
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7. 基本計画の見直し

基本法第9条第7項では､｢政府は､がん医療に関する状況の変化を勘案し､

及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ､少なくとも5年ごとに､基本計画

に検討を加え､必要があると認めるときには､これを変更しなければならない｣

と定められている｡計画期間が終了する前であっても､がんに関する状況の変

化､がん対策の進捗状況と評価を踏まえ､必要があるときは､これを変更する｡
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参考資料4

がん診療連携拠点病傷の整備に関する指針
(健発第 0301001号 平成 20年 3月 1日厚生労働省健康局長通知)

(平成 22年 3月 3.1日一部改正)

(平成 23年 3月 29E]一部改正)

Ⅰ がん診療連携拠点病院の指定について

1 がん診療連携拠点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連

携拠点病院をいうO以下同じ.)は､都道府県知事が2を踏まえて推薦する医

療機関について､第三者によって構成される検討会の意見を踏まえ､厚生労働

大臣が適当と認めるものを指定するものとする｡

2 都道府県は､専門的ながん医療の提供等を行 う医療機関の整備を図るととも

に､当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか､がん患

者に対する相談支援及び情報提供を行 うため､都道府県がん診療連携拠点病院

にあっては､都道府県に1カ所､地坪がん診療連携拠点病院にあっては､2次

医療圏 (都道府県がん診療連携拠点病院が整備されている2次医療圏を除く｡)

に1カ所整備するものとする｡ただし､当該都道府県におけるがん診療の質の

向上及びがん診療の連携協力体制の整備がより一層図られることが明確である

場合には､この限りでないものとするOなお､この場合には､がん対策基本法･

(平成 18年汝律泰98号)第 11条第1項に規定する都道府県がん対策推進

計画との整合性にも留意すること｡

3 独立行政法人国立がん研究センターは､ (以下 r国立がん研究センター｣と

いうD)我が国のがん対策の中核的機関として､他のがん診療連携拠点病院-.

の診療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担 うとともに､我が国全体の

がん医療の向上を牽引していくこととし､国立がん研究センターの中央病院及

び東病院について､第三者によって構成される検討会の意見を踏まえ､厚生労

働大臣が適当と認める場合に､がん診療連携拠点病院として指定するものとす

る｡

4 厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院については､院内の見やすい

場所にがん診療連携拠点病院である旨の掲示をする等､がん患者に対し必要な

情報提供を行 うこととするD

5 厚生労働大臣は､がん診療連携拠点病院が指定要件を欠くに至ったと認める

ときは､その指定を取り消すことができるものとする｡
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Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について

1 診療体制

(1)診療機能

① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

ア 我が国に多いがん (肺がん､胃がん､肝がん､大腸がん及び乳がんを

いう｡以下同じ｡)及びその他各医療機関が専門とするがんについて､

手術､放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び

緩和ケア (以下 ｢集学的治療等｣という｡)を提供する体制を有すると

ともに､各学会の診療ガイ ドラインに準ずる標準的治療 (以下 ｢標準的

治療｣という｡)等がん患者の状態に応じた適切な治療を提供すること｡

イ 我が国に多いがんについて､クリティカルパス (検査及び治療等を含

めた詳細な診療計画表をいう｡)を整備すること｡

ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう､キャ

ンサーボード (手術､放射線療汝及び化学療法に携わる専門的な知識及

び技能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症

状､状態及び治療方針等を意見交換 ･共有 ･検討 ･確認等するためのカ

ンファレンスをいう｡以下同じ｡)を設置し､定期的に開催すること｡

.② 化学療法の提供体制

ア 急変時等の緊急時に (3)の②のイに規定する外来化学療法童におい

て化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること｡

イ 化学療法のレジメン (治療内容をいう♪)を審査し､組織的に管理す

る委員会を設置すること｡なお､当該委員会は､必要に応 じて､キャン

サーボードと連携協力すること｡

③ 緩和ケアの提供体制

ア (2)の①のクに規定する医師及び (2)の②のクに規定する看護師

等を構成員とする緩和ケアチームを整備し､当該緩和ケアチームを組織

上明確に位置付けるとともに､がん患者に対し適切な緩和ケアを提供す

ること｡

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備することO

ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応じて主治医及び看護師等

が参加する症状援和に係るカンファレンスを過 1回程度開催することO

エ 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受け

られる旨の掲示をするなど､がん患者に対し必要な情報提供を行うこと｡

オ かかりつけ医の協力 ･連携を得て､主治医及び看護師がアに規定する

緩和ケアチームと共に､退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上

必要な説明及び指導を行うこと｡

カ 緩和ケアに関する要請及び相談古与関する受付窓口を設けるなど､地域

の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備すること｡
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④ 病病連携 ･病診連携の協力体制

ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行うこと｡また､

がん患者の状態に応じ､地域の医療機関-がん患者の紹介を行うこと｡･

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼､手術､放射線療法又は化学療法

に関する相談など､地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に関す

る連携協力体制を整備すること｡

ウ 我が国に多いかんについて､地域連携クリティカルパス (がん診療連

携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表､共同診療計

画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体

像を体系化した表をいう｡以下同じ｡)を整備すること｡

エ クに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど､地域の医療

機関等と協力し､必要に応じて､退院時に当該がん患者に関する共同

の診療計画の作成等を行 うこと｡

⑤ セカンドオピニオンの提示体制

我が国に多いがんについて､手術､放射線療法又は化学療法に携わる専

門的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオン (診断及び治

療牡について､主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見をいう｡

以下同じ｡)を提示する体制を有すること｡

(2)診療従事者

(D 専門的な知識及び技能を有する医師の配置

ア 専任 (当該療陰の実施を専ら担当していることをいう｡この場合にお

いて､ ｢専ら担当している｣とは､担当者となっていればよいものとし､

その他診療を兼任していても差し支えないものとする｡ただし､その就

業時間の少なくとも5割以上､当該療汝に従事している必要があるもの

とする｡以下同じ｡)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有

する医師を1人以上配置すること｡なお､当該医師については､原則と

して常勤であること｡また､専従 (･当該療法の実施日において､当該療

法に専ら従事していることをいう｡この場合において､ ｢専ら従事して

いる｣とは､その就業時間の少をくとも8割以上､当該療法に従事して

いることをいう｡以下同じ｡)であることが望ましい｡

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以

上配置すること｡なお､当該医師については､原則として常勤であるこ

と｡また､専従であることが望ましい｡

ウ (1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､専任の身体症状の緩和

に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること｡

なお､当該医師については､原則として常勤であること｡また､専従で

あることが望ましい｡

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､精神症状の緩和に携わ
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･ る専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること｡なお､

当該医師については､専任であることが望ましい｡また､常勤であるこ

とが望ましい｡

エ 専従の病理診断に携わる医師を1人以上配置することDなお､当該医

師については､原則として常勤であることO

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置

ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を1人以上配置する

こと｡

専任の放射線治療における機器の精度管理､照射計画の検証､照射計

画補助作業等に携わる常勤の技術者等を1人以上配置すること｡

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師

を1人以上配置すること｡.

(3)の②のイに規定する外来化学療法室に､専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置することO

なお､当該看護師については､専従であることが望ましい｡

ウ (1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､専従の緩和ケアに携わ
る専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること｡

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療

心理に携わる者をそれぞれ 1人以上配置することが望ましい｡

エ 細胞診断に係る業務に携わる者を1人以上配置することが望ましい｡

③ その他

ア がん患者の状態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう､各診

療科の医師における情報交換 ･連携を恒常的に推進する観点から､各診

療科を包含する居室等を設置することが望ましい｡

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は､当該拠点病院においてがん医療に

携わ争専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定

期的に評価し､当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備す

ること.oなお､当該評価に当たっては､手術 ･放射線療法 .化学療法の

治療件数 (放射線療法 ･化学療汝につV､ては､入院 ･外来ごとに評価す

ることが望ましい｡)､紹介されたがん患者数その他診療連携の実績､

論文の発表実演､研修会 ･月常診療等を通じた指導美顔､研修会 ･学会

等-の参加実麓等を参考とすることo

(3)医療施設

①`年間入院がん患者数

年間入院がん患者数 (~1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう｡)
が1200人以上であることが望ましい｡

② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置

ア 放射線治療に関する機器を設置すること｡ただし､当該機器は､リニ
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アックなど､体外照射を行うための機器であることo

イ 外来化学療法室を設置すること｡

ウ 集中治療室を設置することが望ましい｡

エ 白血病を専門とする分野に掲げる場合は､無菌病室を設置すること｡

オ がん患者及びその家族が心の悩みや嘩験等を語り合うための場を設け

ることが望ましい｡

③ 敷地内禁煙等

敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取り組むこと｡

2 研修の実施体制

(1)原則として､別途定める ｢プログラム｣に準拠した当該2次医療圏におい

てがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に

実施すること｡

(2) (1)のほか､原則として､当該2次医療圏においてがん医療に携わる医

師等を対象とした早期診断､副作用対応を含めた放射線療法 ･化学療綾の推

進及び緩和ケア等に関する研修を実施することoなお､当該研修については､

実地での研修を行 うなど､その内容を工夫するように努める.=と｡

(3)診療連携を行っている地域~の医療機関等の医療従事者も参加する合同のカ

ンファレンスを毎年定期的に開催すること｡

3 情報の収集提供体制

(1)相談支援センター

①及び②に掲げる相談支援を行 う機能を有する部門 (以下 ｢相談支援セン

ター｣という｡なお､相談支援センター以外の名称を用いても差し支えない

が､その場合には､がん医療に関する相談支援を行 うことが分かる名称を用

いることが望ましい｡)を設置し､当該部門において､アからキまでに掲げ

る業務を行うことOなお､院内の見やすい場所に相談支援センターによる相

談支援を受けられる旨の掲示をするなど､相談支援センターについて積極的

に広報すること｡I

① 国立がん研究センターによる研修を修了した専従及び専任の相談支援に

携わる者をそれぞれ1人以上配置すること｡

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て､院内外のがん患者及びその家

族並びに地域の住民及び医療機関等からの相談事に対応する体制を整備す

ることoまた､相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携

協力体制の構築に積極的に取り組む,こと.

<相談支援センターの業務>

ア がんの病態､標準的治療法等がん診療及びがんの予防 ･早期発見等に

関する一般的な情報の提供

イ 診療機能､入院 ･外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野 ･
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経歴など､地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集､提供

ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介

エ がん患者の療養上の相談

オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の

事例に関する情報の収集､提供

力 アスベス トによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談

キ ･HTLV-1関連疾患であるATLに関する医療相談

ク その他相談支援に関するごと

(2)院内がん登録

① 健康局総務課長が定める ｢贋準登録様式｣に基づく院内がん登録を実施

すること｡

② 国立がん研究センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務

を担 う者を1人以上配置すること｡

③ 毎年､院内がん登録の集計結果等を国立力亨ん研究センターのがん対策情

報センターに情報提供すること｡

④ 院内がん登録を活用することにより､当該都道府県が行 う地域がん登録

事業に積極的に協力すること｡

(3)その他

① 我が国に多いがん以外のがんについて､集学的治療等を提供する体制を

有し､及び標準的治療等を提供している場合は､そのがんの種類等を広報

すること｡

② 臨床研究等を行っている場合は､次に掲げる事項を実施すること｡

ア 進行中の臨床研究 (治験を除く｡以下同じ｡)の概要及び過去の臨床

研究の成果を広報すること｡

イ 参加中の治験について､その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広

報することが望ましいO

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に

ついて

医療法第4条の2 (昭和23年法律第205号)に基づく特定機能病院を地域

がん診療連携拠点病院として指定する場合には､Ⅱの地域がん診療連携拠点病院

の揖定要件に加え､次の要件を満たすこと｡

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行 う機能

を有する部門 (以下 ｢放射線療法部門｣という｡)及び組織上明確に位置付

けられた複数種類のがんに対し化学療法を行 う機能を有する部門 ′(以下 ｢化

学療法部門｣という｡)をそれぞれ設置し､当該部門の長として､専任の放

射線療法又は化学療法に携わ る専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を
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それぞれ配置すること｡なお､当該医師については､専従であることが望ま

しい ｡

2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対し､高度のが

ん医療に関する研修を実施することが望ましい｡

3 他のがん診療連携拠点病院-診療支援を行う医師の派遣に積極的に取り組

むこと｡

ⅠⅤ 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について

都道府県がん診療連携拠点病院は､当該都道府県におけるがん診療の質の向上

及びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い､Ⅱの地域がん診

療連携拠点病院の指定要件に加え､次の要件を満たすこと｡ただし､特定機能病

院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定する場合には､Ⅲの特定機能病院

を地域がん診療連携拠点病薩として指定する場合の指定要件に加え､次の要件

(1を除く｡)を満たすこと｡

1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し､当該部門の長として､

専任の放射線療法又琴化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤

の医師をそれぞれ配置すること｡なお､当該医師については､専従であるこ

とが望ましい｡

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医

師 ･薬剤師 ･看護師等を対象とした研修を実施すること｡

3 地域がん診療連携拠点病院等に対し､情報提供､症例相談及び診療支援を

行 うこと｡

4 都道府県がん診療連携協議会を設置し､当該協議会は､次に掲げる事項を

行うこと｡

(1)当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体刺

その他のがん医療に関する情報交換を行 うことO

(2)当該都道府県内の院内がん登鏡のデータの分析､評価等を行うこと｡

(3)がんの種類ごとに､当該都道府県においてセカンドオピニオンを提示す

る体制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成 ･共有

し､広報すること｡

(4)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院-の診療支援を行う医師の

派遣に係る調整を行うこと｡

(5)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携

クリティカルパスのこ算を作成 ･共有すること｡また､我が国に多いがん

以外のがんについて､地域連携クリティカルパスを整備することが望まし

いo

(6)Ⅱの2の (1)に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が

実施するがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その
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他各種研修に関する計画を作成すること｡

Ⅴ 国立がん研究センターの中央病院及び東病院の指定要件について

国立がん研究センターの中央病院及び東病院は､Ⅲの特定機能病院を地域がん

診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件を満たすこと｡

Ⅵ 指定 ･指定の更新の推薦手続き等､指針の見直し及び施行期日について

1 指定の推薦手続等について

(1)都道府県は､Ⅰの1に基づく指定の推薦に当たっては､指定要件を満

たしていることを確認の上､推薦意見書を添付し､毎年10月末までに､

別途定める ｢新規指定推薦書｣を厚生労働大臣に提出すること｡また､地

域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定の推

薦をし直す場合又は都道府県がん診療連携拠点病院を地域がん診療連携拠

点病院として指定の推薦をし直す場合も､同様とすること｡

(2)がん診療連携拠点病院 (国立がん研究センターの中央病院及び東病院

を除く｡)は､都道府県を経由し､毎年 10月末までに､別途定める ｢現

況報告書｣を厚生労働大臣に提出すること｡

(3)国立がん研究センターの中央病院及び東病院は､毎年 10月未まで

に､別途定める ｢現況報告書｣を厚生労働大臣に提出すること｡

2 指定の更新の推薦手続等について

(1) Ⅰの1及び4の指定は､4年ごとにその更新を受けなければ､その期間

の経過によって､その効力を失う｡

(2) (1)ゐ更新の推薦があった場合において､ (1).の期間 (以下 ｢指定

の有効期間｣という｡)の満了の日までにその推薦に対する指定の更新が

されないときは､従前~の指定は､指定の有効期間の満了後もその措定の更

新がされるまでの間は､なおその効力を有する (Ⅰの1に規定する第三者

によって構成される検討会の意見を踏まえ､指定の更新がされないときを

除く｡)｡

(3) (2)の場合において､指定の更新がされたときは､その指定の有効期

間は､従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとするo

(4)都道府県は､ (1)の更新の推薦に当たっては､指定要件を満たして

いることを確認の上､推薦意見書を添付し､指定の有効期間の満了する目

の前年の10月末までに､別途定める ｢指定更新推薦書｣を厚生労働大臣

に提坦することD

(5_) Ⅰの'1から3及びⅡからⅤまでの規定は､ (1)の指定の更新について

準用する｡

3 指針の見直しについて

健康局長は､がん対策基本法第9条第8項において準用する同条第3項の規

-8-



定によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める

場合には､この指針を見直すことができるものとする0

4 施行期日

この指針は､平成20年4月1日から施行する｡ただし､Ⅱの3の (1)の

①及びⅡの3の (2)の②については､平成22年4月1日から施行する.ま

た､Ⅱの1の (1)の⑥のウについては､平成24年4月 1日から施行する｡
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

(定義の抜癖)

1我が国に多いがん
肺がん､胃がん､肝がん､大腸がん及び乳がんをいう｡

2クリティカルパス
検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をいうo (クリニカルパスと同じ.)

3 キャンサーボー ド
手術､放射線療汝及び化学療汝に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ

の他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状､状態及び治療方針等を意見

交換 ･共有 ･検討 ･確認等するためのカンファレンスをいうo

F .珂

治療内容をいう｡

5地域連携クリティカルパス
がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表､共同診

療計画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を

体系化した表をいう｡ (地域連携クリニカルパスと同じ｡)

6セカンドオピニオン
診断及び治療法について､主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見

をいう0

7専任
当該療法の実施を専ら担当していることをいう｡この場合において､ ｢専ら担

当している｣とは､担当者となっていればよいものとし､その他診療を兼任して

いても差し支えないものとする｡ただし､その就業時間の少なくとも5割以上､

当該療法に従事している必要があるものとする｡
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匝:二重司
当該療法の実施日において､当該療法に専ら従事していることをいう｡この場

合において､･｢専ら従事している｣とは､その就業時間の少なくとも8割以上､
当該療法に従事していることをいう｡

9年間入院がん患者数
1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう｡

10 放射線療法部門

組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行う機能を有

する部門をいう｡

lll'ィヒ学療法部門l
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対しイヒ学療汝を行う機能を有す

る部門をいう｡



きき室料5
がん診療連携拠点病院指定一覧表(平成24年4月1El現在)
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>:益由 AA苧 L:＼.医療牡閃名 ′: ,ラ i ! LJ:所 在 地 .;I

1 北海道 市立函戊病院 . 平成21年4月lEl

妻等.･北* .i車 丸境病院 .:/ ]憎 道札幌市相 客北11粂畠13T即 着1号 .ご
13 北溶溝 砂J市立病院 平成21年4月1日

:,+ ､北海卑下 北海道蓋両市斬夢町ー丁目■5番13与 ､:

.5 北海道 王子総合病院 平成21年4月1日

;モ8p､さ北秦荘- 北声道旭川市1条通え4丁目111番如 ,∴,I

7 北海道 北見赤十字病院 平成21年4月一日

再 i北奉車 噂 北準準FF牢連濁 広厚生揃 J ､ 北海並帯広市西6条甫白丁目､1番地 j

9 北海蓬 平成21年4月1日

ぎjo′モ北革準,k軽重初年法人 宵虎厚生院 i軸 五稜由緒 i J

ll 北海道 平成21年4月1日

妄1yZ//::並鍵 .

1コ 北海道 札幌医科大学附属病院 平成21年4月1日

{T4/I-頑 強宅纏 革野 卑 乱脚 皇帝 院 ∴ ′.平成21年4月1日

15 北港道 手招渓亡会病読 平成21年4月lEl

潅 ノ牝由 -由豊漁 法人.北海式大学病院､ . -

17 北溝道 平成21年4月1日

!1臥 勺車 31,;表芸魂 棚 院二+;:;( ラ,. 北海道旭Jll市金星町 丁目1和 鴫 ,.:: i/平年21や 月1日

19 _北海道 平成21年4月1≡王

㍗2【】七 /'北嶺魂 :盛 結 改法人箪立病鹿乱酔 雪柳 臥 ∴ . 北海道函中尉‖原町18軒 6号∴ ､

2ー 書轟県 平成22年4月一日

f2Tl～去頼療 八戸市立市民病際 ,●(～;～ I.平成甲年4月1El

23 青森県. 平成22年4月一日

L2ヤを‡義範 琵車i差益金下北医療セお -むら絵島綿 ∴ .:: *森県むつ市小川町一丁.El早手8号 p平成22年4月一日

■25 書蕪県 平成23年4月1日

ぎ2Bt~頑 蘇 簸 桓 中央病院～./,.- 岩手県,APl面上JZl-TEg4卸 号 で./J 平鹿22年4月1日)､

27 岩手県 岩手県立中部病院 平成22年4月1日

i:-築き誉紳 雛 峯鵜取:, たこと':､ 岩手粁一班市対岸貴幸大平17番地∴ ＼ ,平成22年4月1日

29 岩手県 平成22年4月1日

をミ′581,,そ.●義孝煎 崇烹畔 戸病隊 て､ - ＼ 〉,

.31 岩手県 平成21年4月1El

約6 :'* '* 岩手県立大船渡病院::: i

133 岩手県 岩手県立久慈病院 平成21年4月1El

蔓三:義 J～声革懸 払 由 姻 立肩甲洗練 仙台医療セW † : 宮城卿 胎 市宮城野 宮城野之TEaT8∴ ㌻

35 宮城県 平成22年4月1日

,36.?軸 擬 鼓国華火全軍社会良鵬 会連合会 東北厚生年季病疾 宮城肘山台市宮城野汝福圭lTEl12か 号∴ :平成22年4jnE]./:

37 宮城県 大崎市民病院 平成22年4月1日

卜38:;革城県1:/亨5線吏辛緬 予 1 宮城県石筆市鹿弔事菅3[下71∵二 平成22年4即 乱

3g 秋田県 平成22年4月一日

ぎ二名o･秋男垂 赤十重病院二二. 秋Ea県如 市上北手猿甲宇宙代沢222-.1 .;,

4ー 秋田県 平成22年4月一日

≡.42 ～:頑 * 県耳生農東城同血合連合章 仙北組合允舌癌匝:i秋田県大仙市大曲通町1,∃由 0号 ′

4:I 秋田県 平成22年4月1日

きゃ ;秋田 咋i/苓耶甲 抱合卒院 ∴ 秋臼痕大鑑市農内緒 1号 ~ ､ 平成21年4月1日
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言軸 苧 +::●7㌦▲-′医療機防 名J J, /:‡J甲 薄 地 r /: ∴ 舶 年月+E3:-,

46 山形県 平成22年4月1日

卜や7)･､∴蕪 転 貞垂栄撃 斗頑 声宇野 軸 醸 転 注二:…よ ～ 山形県山,Et雫隻甲西号丁由 孝考号､∴ こ平鹿2時 4月頒 二.

48 山形県 平成22年4月1日

熟 ..譜磨薮 菅舶 竣薪軸 等紫 老廃 轍 '(=●.;ノ …̀

50 山形県 平成22年4月1日

{1}こ.ii+,声tJ凍 鯨 葡 敏 胤 細 筆照 鮒 噸 轡 を て 誉:ミ1Jf卵 県畢山車鞭 町財 卿 丁即 や芦.声 ::;{=i こ平成22年年月18'{
52 描 県 平成22年4月1日

巨:/53<;･準 義勇* 革諜3如 意舌磯 村斯 甲声甥 覇 軍 .∴ .I 軍年率 中甲 ′甲言問 野 崎 ~:---:_piが

54 循島県 財 法人 竹fEl撮合病院 平成22年4月1El

r/●γ〇〇号声* 顔 纂人演義* 鈍 重轡 ∵与 (,.至㍉ 諸島強≠準嘗由市卿 鵬 筆1号 をこ:/メ :i ､平成22年4月ほ′;V

56 福 県 平成22年4月l巳

汚7与ミ準 寒..鮎 鵡 簸 端 岡寺蜂 壷繕 姦白銅 瞳鹿喜病弊.接触 白河東亜地上弥卑恥 +31三を∴ミ 二平助 2申唄1El-'

58 茨城県 平成22年4月1日

妄TS?㌔芝草鱗 至農 慧 豊慧 防 空撃妻緑法事′琴城県j=涌市井偽新町:1-3キ7:亡.十､T.ぺ∴ て東成22年4.B柑チ√
60 茨城県 平成22年4月1日

軌 滝 壷が軽率率登重美毒軸属義 表 骨 盤 薮 驚 き軸 県革ぱ和 ≡久保雛 .たi: .i-::ぞ :I:や -/平彪 2如 月1日p〝
62 茨城県 ･平成22年4月1日

巨.軽#纏S/奉軽 率 啄p漆 鱗 で…ミ車座 ;1,救 W /?.三.‥ 義革県声河呼 牛野 宍7;.;bi∴ " / ノ 5 ･平成2主由 即 郎

64 茨城県 平成22年4月1日

夏凝 淋 亜壷帝政法人 誠 森細説戸医療セ鴻 駁 .i,､;:, 衰残県東茨革帯草城柏 の雛 卑6草地亡‥､～ノ二､､ t.:平成23年4骨相 .〉
66 栃木県 自治医科大学 病院 平成22年4月1日

套簸 滞 轍 鱒 療 蕪蕪 琴撤 去 滋養 撃 肇 簸 栃木県宇都宮申卵 形 討てナ?萎萎!.∴ t?::+<チ彪 2無 即 甲::
68 栃木県､濁協医科大学病鼠 平成22年4月1日

堅表 雲療 密 ㈱ 墾 歌 聖 式㌍ 諌液 晶 ∴ 栃木味佐野市碍券斬 2錘 好謹～+5,〉ぎ ●う÷＼/三.ふ..:JfS7- I-7:#成22年き月岬㌔
70 栃木県~上市架総合病院 平成22年4月1日

妻粛 羨毒素論議 鮎 虚諺怒 $2.､毒 きき憲 +;-;淡 さで く鴬 を､､琴昇県町野 聯 票Tg2､丁｢碑 を.Trt+ 準 琴毒顛 奉手本

72 群馬粍 独立行政法人 平成22年4月1日

ヰ 実車磯 …鴬 議 範 議 薩親筆三重奏垂 範 薫 き -1:妄 :(～ 廉 馬 賊 j佃 金熊 襲 や登 簿 ; 鳥 ぎ∴ 与､∴ ㌦滞巌 轟緬 i読;

74 群馬県 平成22年4月1日

だ7Sn●等* 薮 J.三㌔簸 輯 革套嫁 菜盛業索等資産手鑑家 喪中 奉伺蕪辛酸 93号華幣 か疫 芋ギザ:?:11}̂,vJ:港 魂 垂醸 潅 ;～76群馬県 伊勢崎市民病院 平成22年4月1日

賀蒜婁秘軽挙 串 霧 率 洋室●凝婆評漁‥1第三三轟東斜眼 東帯革軽 率 寒 さ隼 +.-3.5 洋 ::㌣鞍 .ラ蓄積 率 軽 額 三.
･78 群馬県 平成22年4月1日

練 樹 童 顔串¥遠藤 緑き駕嘉ミ;ラ 群馬県琴等幣 卿 一軒 t.4-?,乾 草章 .Eやー感 準 孝率 4番 申 :
80埼玉県春日部市立病院 平成22年4月1日

華秘秘 め 病蔭≠六.;Td.捻 穿歎 ●.Y.誇寺 ;:-.海主軸 沓繭 癖 ま三噂 牽 く.～∴∴轟 く,磯 ;津 尊号禁甥1㌢.̂-
82 埼玉県 平成22年4月1日

表驚:瑞鎌妻紳輔軒鉦.簿薫糠 三速議乱鶴 匹=wit246錘地.∴ご′ミ;.,.;t.津串21勲 lR:I.84埼玉県 平成22年4月1日掬齢菱療願軸肺 翠 済 率 驚 浮 :率 轡 鮮 療磯 醗 登 IyIS?:怒1+i-,:(j嘉 平野 十や十早+86埼玉県独立行政法人 病院は桝 埼玉病院 平成22年4月1日琵態餐梯 革菱餅太軸 曝医痕紫 蘇 ;雄 三整 ……′;三.添 '…●∴ 嬉主転 福市山榔 p.97浄 写.PJri;掬 ′滋 誇 妄漣 秘 海 も88埼玉県 深谷赤十字病院 平成22年4月柑

l8㌢≧鵜 を,.墓室箸提 会㌍ 富雲 霞要撃 }こ詔 誉 買薄 鞭 RJ鴫車車享嘩 ㌫ 笹か ～',-_草 ,凝 嘉 と養 殖 毒詣 榔 こ

pgD 千葉県 平成22年4月1日
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もil庶群名 医療機関名 所 を 地 指定年月日

卜92 :.̂千葉県J 千葉県船屠市会杉1p7-日i1番1号 ≡:~､ L, 平成22年4月1日

93 千葉県 平成22年4月1日

を94, チ芦県 隈天堂大学医学部附属浦安病虎㌻:/L r:J 苧葉県涌棄市書冊2TEl.1着1海 .ラ.

95 千葉県 平成22年4月1日

三.96 1号声粁 千葉県蛤戸市上本沖4005着地,∴ 平成22重4月1日､

97 千葉県 平成22年4月1EZ

i98､〇'-乍琴準∴ 千葉県他市イ1台26V ､

99 千葉県 平成22年4月1日

llヰ ･≠軸 ` J平成22年4月tEl

101 千葉県 平成22年4月1日

LID2 lヰ † 国立大学法人.東泉大学医学界附焦帝戻/:二〇 東京都文京区未練7T3十 1.{ 平成22年4月1日L<

103 東京都 平成22年4月1日

㌢104:.】桓 薮 空経由国際病院〈∴ ト 東京都卓兵区明石町9-'1 平成22年4月1日_

105 東京都 NTT東日本関東病芦完 平成22年4月1日

妻106･車 重二日本赤十字社医まセシJ5E.,-㌔ 東京都渋谷区広島4-1-ニi2T / 平成22年4月lEl

107 東京都 平成22年4月1Ej

;.108;狩 野 二E強 大革医学部附虎杖鵬 焼 ､＼.:L.ティ. 東京都串積区大谷口上町30十一一:
109 東京都 平成22年4月†日

ミilO./ち:* 革k柵 示立革牟頼院 ‥-∴ -立 .i:軍都 ,-:-,i;主ミ勺 東京都育拓市榊 掛 叫 6:-良/:;/i し′車庫22年4月ー氏
1日 東京都 平成22年4月1日

l‖コlt東野武義野赤十字触,.㌔.∴ ､-,L+)､総 轄,4.､iミ 東京都武兼寿市境東町1-26-1ぐ､

113,ノ東京都 平成22年4月1日

115二 東京都J昭和大学病院､ 平成22年4月1日

㌢t1〇号鷲 +∵貞盛書出 由義噺 .さ､::--/雉 ..;/,､､J穫 さ還紛 え, 兼革都新宿区信荒恥 5-ふ;/ ■平成23年4月一日
117 東京都 東京医科大学病院 平成23年4月1日

i-/､JrStl8く:1､,A-N}銀線.蕪孝嘆牽き稔を医批 カ十､三㍍しこJ,iこくpJ 東京革府中市武載台二丁目時の29r;∫ 平成23年4月1日′

日9 東京都 平成23年4月一日

i…i蒜 嘗筆義戦 義 違.ig畠紅顔 桝 病願 や磯 較鉦;東京都港g百折持3ナ19T1 8 平坪24年4月1日

121.東京番 平成24年4月1日

lヰ三野転 東邦大学由女センタ十大森癖 rJ√二三:3㌧銭,芸やJ一?うう:(71兼京都大H良大森西8-Lll.;1〆;I,/ ､平成24年4月一日､

123 東京都 平成24年4月=∃

纏 潔 El森 独年毎政法人労神官雀鹿恥 鰍 †秩革労失病際 †.:* 草餅 譜jヒ甲.-机的ziL..こ;:, 平成2之年4月1E3●

125神 l】県 横浜市立市民病院 神棄 平成22年4月1日

:,.126̀a Ei.秦 公32欠巻畠* 横浜市立大卓帖 痛嘆等?塞 ,ニj＼′ * 県如 市金沢区相即 丁∃9草地∴ 平成写2年4月一日-

127棉 ll県 神奈 平成22年4月1日

㌢1去声,a 県 ,j岬 軸 鵡酪ろ紙畑 ＼ ､､毒も̀-3ゝ､ 神奈 卿 r崎市中原区弁EF?,TEl27蕃1号/"

129神 Il県 神奈 平成22年4月1日

巨15Dp瀬 碑 革輔 村 境;=i浩 %V~J､ 神業 県蕪沢市熊沢2丁目881号 L∴ 平成22年4月l日

131神 ll県 神票 平成22年4月1日

;,la女･康 TrB東 辛梓川県晦 東夷郎 鍵全蓮台会 相練原tB国病臥 加奈 県由棋原市操区積善2｢8テ1声∴ :平成22年4月l日

133神 日県 北星大学病院 神変 平成22年4月1日

･Ji4* りす 'lさ早野 辛声野 で.::/'､ 神音 県J仲 原市久野4時 地 ∴ ; 平成2/2年4月1日

135a =丸 神奈 平成23年4月lEl
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血辻何 I. 医療松開名 所 在 地 指定年月日

∴1371lTI牢 A 大和市立樹亮∴:1+/ミ‡-'〆 ろ∴- J女声25年4月1El,{

138 東短県 新潟 平成22年4月1日

さや 凍 秘 pfA右議繕 病蔽 .;;q:テご{:£ i-や 帝 .登 や 憲 新潟県新潟軸 央区鐘束4由事軒※'1---㌔.､きてJ､心L二三平成22年4BlF'
140 新海県 平成22年4月1日

+tT_甥 秘 ご紳 県厚生農兼御 輿嘩 青彩 筆申 兵駕藩坤 .‥二卵 貼 附 川崎町204h,基礎 務 を;!/ 〟平成22年4即 日をT

142 新潟県 長岡赤十字病院 平成22年4月1日

蔓準?三蔓狩 野+-纏 顧 顛 埜ご:悪賢.,｡.つ耕 三.三言誉 遥1g.;:滋 ㌔汝号..-I)TY､ }､.〉新耶-E嬢市や痛磁 古海違祭Jl㌧;てぷ心;Jハマ.::,;～H.車牢 科 月東
144 斬渇呉 平成 年4月1El

146 書山県 黒部市民病院 平成22年4月1日

潅 ;i.軍や野 禦 牢串 木野船 脚 押 印て如 労鵬 転 -i-軌 准魚琴蘇 組 由 宇車由*:Lチ :平成22年4如 自ら-

148 富山県 平成22年4月1日

号羊染療;国難 野 毛 窯野や 野卑蕪蘇 葉 .:/1 ＼ささを:富山県吉岬 杉谷之65/9登娯 三八二 :-う}r.::平成22年4阜1日=.

150 富山県 厚生連高岡病院 . 平成22年4月1日

+L55+ 暮山や 顧 車 軸 …ミニ省 三肇 簿 妻 三縫 泣､碧:i,;発買:書 県高岡市皇町4謙 .317.,r;'r;いく;､くさ-祭 ∴ ,.::と;i/:をこヂ喫2年ヶ月佃 .
152 富山県 平成22年4月1日

纏 三不孝.繁く車重 重 美弛 節 税fB;季沢岳幽 タ巻くiI/㌔,Li;,石 県野 市下市責即 青燃 .二:み き+;;～塞ぎ.ち苧成32孝明1白;(..
154 石 県 石 平成22年4月一日

i;漢 :簿 i,金沢鮒 大鞘 厳 〇七 鞍 蕊 …澄 t.17;; …ごろ一 右 野 草軸 泌 遥 顛 穣 麺鍵 .;:A;-j:蒙滋

156石 県 石 平成22年4月一日

転.鞍十恥や 煎 餅 奉厳 触 緑 基 畑 を誉凍 禦坪県青田冴革窯青野彰洞下合舟2拍 車 嘩:嶺三㌢
158福井県福井赤十字病院 平成22年4月1日

覧蕪洲 ;準 奉納 勝 率 声革 胡坪歩幣 弼 甲脚 竹 篭J;,;+7.㌢号葺..:7./-:ji海 ㍗)平成強由 如 敢ミ
160福井県: 平成22年4月1日

糎 a.'墜 威薙 輔 弼 終 慕:樟 裁 釣 諒率 ‥.},7-I頑 重 奏煎 珊 ～甥車※∴ ∴▲アポ -:;i;/千句 子守 月1hETttJ

762山梨県市立甲府病院 平成22年4月T日

.象磁 .* 常 蕪鮒 奉導 畷 孝琴 穿 誇蓬山梨県古土吉田態 軍学襲39溢 I汁 モ '三};:くさ.<二
164長野県 平成22年4月1日

義､蒜:がさ似 .長榊 義㈱ 塵 惑 頗 弊緑 等率頼顕車掌瑚 声願 S蝉 かて如 讃 ′号ジ●.:tv平成車中月1日:.I
166 長野県 蛭tZl市立病成 平成22年4月1日

簿 葉議 寿幣 襲 撃秘 顔 搬 添 蕪 鍵 車 重 裟串 実套褒章欝基磯 …ご 洋 禦 字禁4J和 讃

168 長野県 長野赤十字病院 平成22年4月1日

級 訟華栗野 蕪 蕪 熊 塗 葵祭:yiさ寒 鮒 振 替 率 整 葉麺 奉 賛離 郷 .?.茄を 怒 +読:.i毛車鍵 卓繁郎転;
170 長野県 伊那中央病院 平成2一年4月1日

箔誰 襖 薄 志蕪 蕪拳 萌 簸 鵜 等嚢 宰 琴学 +:二一.:i;●;i.:.p､巌 瓦速 示鵜 欝毒手鰍 ,㌢約 .(,棉 ,iLiう-洩 碇2時4月唄+t
172 岐阜県 岐阜市民病院 平成22年4月1日

巨轡 + * 宅泰帯 革 蕪誓 云寧 =+:銀 紙 藻 淫}1三.ポー､て巌義 美壷軸 率転 孝萎称 号誉 "や ぎ.?;平成 由jh白き

174 岐阜県 ヰ成 年4月1日

簿 瀕 転 ･鍵 軽 挙軸 率 離 尋 鰍 饗宴:;=ぎ獲iwMk+籍 lhi錦 JjS:# CiL6m蕪葵5%欝鞭を誉;n麺 真禦薫き号媒 ;.:
ー76 岐阜県 平成 年4月1日

ai東鱒堰を車柳 轟 継 室 務 藻 噂 柳 革簸ご機 海賀泌 宗純 遺 ､鐘 虚 翻 キ撃

178 fI陶県沼津東立病院 平成22年4月1日

溢 巌.顔 塾 顛 鍵涼京葉等欝繁鞘こ7㌢.ぎゃ ;●轡 呼 野横 車si遺 筆単 科 i.i瀞 妄幾 …完率 衰頻拍:三
180 静 良 静岡市立称同病院 平成 年4月.1日
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8辻府R名 医療様閑名 所 在 地 ･指定年月日

lT82:-如 県. ㌔..o

183 静岡県 平成22年4月1日

纏 /,､軸 県:--革挺医療セシタ十㌧̀…二. 浪岡県浜松市中区書坂町争甲∴ ヰ 戯 2年4月lP

185 静岡県 平成22年4月1日

ど.)′86～-,串Fq転,替Eg市立投合病院 ,J ゝ～ 矧覗 磐田市木久鮎 12都如 こL,.::

t87 愛知県 平成22年4月tEl

1ふ9 愛知県 平成22年4月1日

㌘1品 {愛知県 東古屋市立大学病院 . 愛知県名古屋市議諸区車種町辛J'Lr澄1番地p;. !平成22年4月l'El二

191 愛知県 平成22年4月1日

㌢192;:声加 愛知県名青息市滅相区妙見町2番地9､ ∴∵

旨く柑4 愛知県こ套立東全額院∴ .L 平戯 亘年4即 日

195 愛知県 一宮市立市民病院 平成22年4月T日

197 愛知県 豊田厚生病院 平成22年4月1日

享::や等 愛野痕 安城更生病院 ■､ 平成22年4月1Ef

199 愛知県 皇居市民病院. 平成22年4月1日

itxl∴壷禦較 簾JE保癖 生大学病院 . 車知県豊明古着卵 川】美ケ在絹 地争よ＼ -. - .qz:成22年4月:1日

201 三善県 医療センター 平鹿22年4月1EE

(.3+Zy& 泣き声車 舶 鉄 琴立頼院牡gt= 中央医療セ叶 >J主≠牡牛細 島如 町孝コ､甲-車.:

203 三重県 平成22年4月1日

(Tot;-'* +.崇赫 女色同地錘 合奏 軽即 始 章節 .亭正札松阪市川井町声小針 0年 _∴

･205 三重県 平成22年4月1日

/i-04:+,i東熊J準泰事声東::-.-∴ ∴7,ナ′､くつ､:;㌔:,: 東女県大津市長等｢丁目1着85号 . ; ～平成?2年4月Td.

■207 滋賀県 公立甲実病院 平成22年4月1日

ぎ療 ぎ≧華甲熊鱒萎蝉舞と¥挙./ ●3V.̀さき 革半特長京市大皮衣叩 1､海草:-i-

209 蕊部簸 彦根市立東成L 平声2一年4月柑

象移鰯鍵蕪/脚 常襲紳 輔 革ジ /: 十 ㌔こ く㌧ ,i実県大津市斉田月給町で.㌔ 平成22年4月1日

211 京都府 平成22年4月一日

賢.蛋.t2ニ?,蕪湊蕪.奉加 叫 市民触 .∴ 弓.こ.＼も.,. 東都鵡 知山市革東町紳 重砲∴ ぬ 2年4月一日

21_3 京都府 京都扶病除 平成22年4月1日

拷.≠漣 和声;京蘇市立卵 .三､;) 京都府荒事市中衰晦ま生業高田机 -2､∴:

215 京都府 平成22年4月1日

無 ]{* 軒.義表立主譲与ヰ稗 /: 京都肝表毎凍上東軍釜産道丸太虹上ル春帯郎 5㌢+5

217 京都府 平成22年4月1日

之一字.嬢桓 ‡-缶立豊中病院望､:I:A) 大阪府鼻輪 集原町4ここう4丁1㌧ ●平成22年禎 哨

1219 大醍庶 東大阪市立総合病扶 平成22年4月1日

i2印享 由 .A 建立行男義 小敵 病院鰍 ∫木版有印 センタJ ､ 本院府河内知 命木戸東町2R-1
221 大阪府 平成22年4月一日

〔率 ～.麺 畔 轟壷岸和EB市民賊 ∴ ｡ .､v L)三三

223 .大阪府 平成22年4月1日

…や ･大庭府､J大匪赤十字病芦完 ､ 大由 大喝申天王寺革学才卿 TS,T80 . ､平成22年4月1日

/225 大麻賠 平成2一年4月1■日

…228:不碑 .-太東≠#奉学部敗残病院‥(∴ 1､ご∫--.:̀
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･､七射す呑 ㌦こ T ::二-.:--医泉社駅名 + - マ指定年月El~-

228 大阪庶 平成21年4月1

23D 大阪庶 平成22年4月1

;:､28AlL皐襲撃;㌔yEg筆勢 マ鞭 大祭 - 嘩* 鮭 ～三.,-i;壬､′～三三だ:+/了兵鹿県神戸市顔央区席町7丁目5着埠 う∴了. ナ平成22年4月1日 ､
232 兵直県 平成22年4月一日

234 兵庫県 兵庫県 平成22年4月1日

236 兵庫県 平成22年4月1日

三､237:甥 悪弊 V.三品 掛 違義虎帯 群買 -1-/I?互 譲 ;LJ～b､∴､:,て言hv-● 兵渡鵬 路市下手野1j-812*1号ふ妥:㌔.幸 三 う.ざ平成22年柵 .ET.
238 兵庫県 兵庫県 市本町68番地 平成22年4月

ぬ9漣 醸 そ奉孝義車 重デ.̂主､;｡,.≡;.追.汁- -;≡.- ¢<:,/i.≡離 乍†ー 市坪 イ090番軒 汁 .,i,が き.-や キ平解 禁卵 ー
24D 兵庫県 兵 市戸牧1094番地 平成22年4月一日

言211さ繁華雫鞍 薫鍵 雛 郎 緑 汚 藻 こ､ /-";i,iiJ許嫁 兵庫県 相原町税稗 20時 地1;追.̂ぎ三;.㌻TT.瀬 串簸 即 日こ
242 兵庫県 平成22年4月1日

州〉〈●PゝiaS.●藻 護蘇掛 軸 血桓 顔 軽 墜 落=L率 考隼幣 や牢革牢要草合町 El1%樋 .,A./:(I標速筆熊や1
244 奈良県 県立奈良病院 平成22年4月

246 奈良県 平成22年4月1

248和歌山県 平成22年4月1El

Nぷ}.～七f:+2Ak.瀕撫 襲蕪 嚢 義 弟 緑 綴 溢 議 等箪 諾軍 隼 知軌順 革の川市打即2妃､ご認???:.茶 器 &:≡ミ＼:学卒22焦す即日;2
250和歌山県橋本 市 民 病 晩 平成22年4月1日

廉 中山■牌 韓 鵜 野 野 草岩 三三を為 裳 一斗+I惣 lZE辺市新庄幣 甲 噂や完0妄こ;郷 を .-:～;拾Jご挙守成孝幸4月一日

252和歌山県 和歌山 平成22年4月1日

ヰ基櫛 蜘 翠 緊露 違 憲 ′姦肇 諾 :Ni草野 車取軽率瑞 r､(l7::-//つ;I;,1:i.:-～ ノミ如き如 指.;
254.鳥取県鳥取 市 立 病 暁 平成22年4月一日

書類 き義範 業㈱ 組 敷歩 数 裟 義 挙無 声軒 甲 声や真野蒙∴霜烏 :,;cTk､蔓三重串拳集積煉
256-鳥取県 平成22年4月1日

瀞 ;)+簸 挙簸 無 論 終 讃美老輩 綜 究 /7:単車革や軽薄 嘩 串を毒輔 三 貴 藩 奈 義 二 抑 制早lE:l
258 島根県 松江赤十字病院 平成22年4月1日

秦 ≡ 小町 ･鵬 ∴ ∴ ∴ ∴ 古癖県出妻和 議孝簸 簸 義 援 姦 鐙=i:姦 減 軽 奉養

260 島根県 平成22年4月1日

塞 雲雛 薮 ㈱ 沼 等漆≡鵠 賓圃岬 剛療 頑 崩 軒 詩 落 書毒式だ.海獣 象禁無 寿ぎfl訪韓も
262 岡山県 岡山 平成22年4月1日

猿轡 飾 磨 榔 院議柵 蕪 終 善書等 葦 ､畔 岬 北区嘩 キン∫緩 鵜 激 三主7.:こ::) 三速鼻 輪 草子熊

264 岡山県 財団法人倉敷中央病院 平成22年4月一日

賀単 勝 率 頑 韓 軸 車重軒 数 霧 去褒 美 姦 駁 ｡,～vJ～〉.㍗.ふ〉称.p.緑 康 芹詳 ニ:(I(-1義尚崩森 岳扱如 7滋鮒 .;;ち

266 岡山県 平成22年4月1日

港菱嫉 捲 筆鰍 義孝芸等 喜 議 叢 竃 義 芸落 勝 轟車 重 噂 護単車 療 養 藍 御 感 離 .て

26B 広島県 平成22年4月1日

270 広島県 広島県 平成22年4月1日

鮮;.広J.++緩)単 科 義義車軸 漣 鮒 等 憲 丘成 毛詣 塵 庚 :i薄暮 憲 (三色 発;㌔柵 ′t目ざd

272 広島県 平成22年4月
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暮JLrlIt 医療後閑名 所 在 地 指定年月日

i127号･~牢もh=:箱Lll市民病院 1､- 広島県祷山市議玉山玉丁巨29番1号 ′ .- :沖 成22年4月1日

275 広島県 平成22年4月1日

ぎ27卓･車如 ､†卑島市立和 布早病院 :::= 広事県広1市安佐北区可車両2∵1÷1 ;I:

277 山口県 平成22年4月1日

冬2乃 :二由仁喰 山口県写生農兼協同粗合連合会.周東盤台病院●;-1-

279 山口県 平成22年4月1日

…ナ280 LU'D兵 ∴平尿22年4月佃

281 山口県 平成22年4月tEl

,(282ldltl* 地方独立呑東貴人下阿市立市民病院 ､ .

283 徳島県1徳 県立中央病院 平成22年4月1日

演 億 I 珪 赤十字病院 ､､-∴ ㌔ノ T:平成22年4月l,J5!
285 せ■ 徳島市民病院 平成22年4月1日

き.28.6 /牽J:lf 割 1煉立中央病院 ､≡々:/.

287 香川 高松赤十字病院 平成22年4月1El

;-288 .香)lt 独立行革畠^東*着払辰碍社捜横領)).)労災薪院 ′

289 香川 三豊稔合病院 平成22年4月1日

290 *dI* 住友別事京成r/),f:I:,

291 愛媛県 平成22年4月一日

蔓282 ･** I捜奉等声宇部岬 病疫 ::ふ く-ナ.く∴

293 愛媛県 平成22年4月1日

毒̀294.潅軸 さて松山赤七手兵斬 ;八,～: ミふ∴1.㌔ 垂撮県松山市文京町確 地 //:

､295 愛媛県 市立宇和島清院 平成22年4月1日

十三兆主謀薙 ′声碑 や 努嘩 唾 集田立 盲知甲坪 カ 卜-: 高知県声知帯地Zli5着地1∴t }平成22年4月1日p

297ー 高知 高知赤十字病院 平成22年4月1日

き,29毒ご去声 顛 革燕蝉 拝多:f搬 ん坤 .+I/:,:<ア L .I 高知県宿毛市山寮町芳奈時 地1 3,≡ 平成24年4月1日

p299 福岡県 平成22年4月1日

妄準A;# 疎 さ知内柳 生会7m投合頼除 L.J､
30ー 甲田県 福 大学病院 平成22年4月1日

i.302:紺 歯町 蛮人国立病院群れ 海田某医鼓センタ- ∴～

303 福岡 久 米大学病院 平成22年4月1日

305 福岡県 平成22年4月1日

;､3由 漣 由 地方独立行政法人夫李白市立病除 〈 ～̀. 牢固県大串JE寿安宅町2Tti1.時 地1 .. ･平鹿22年4月1日

307 篠田 帳塚病院 L 平成22年4月1日

!r308 ､､甲田軽 .社章採取甲All病 際 ,'+t､∵ 平成22年4月1日

309 福岡県 平成22年4月1日

苧′51(?ぎ類 鞭 を加 海 主軸 病献 -:: 福岡県北九州市JJt格酉区岸の浦1TEl8番1号 1,' 平成22年4月1日 ′

311 福岡 産業医科大学病院 平成22年4月1El

ぎゃ.i‥碑9( 地方幾立行政法 人;佐X県立病臨好生館 ∴- 平成22年4月1日

313 佐実 唐津赤十字病床 平成22年4月1日

…314二;海女 準立石改ま人国立病院哉礁湖 野医療センタ⊥∴ 佐賀県嬉野示嬉野Pr大串下宿丙2486㌧ 中庄22年4月l日

315 長崎県 長崎市立市民病読 平成22年4月1日

宗316 ㌔;声や痕ミ白木赤十字社長崎原脚 院 ′ 長崎県長崎市茂甲 8Ji15 ,平成22年4月一日

317 長崎県 平成22年4月1日

ち.318 '義時蝦 蜘 歌島人国立病院捜椎 長崎匡蝶セiiタ- .. : 長崎県大村市久原之丁目lool#地r 1: ･平成22年4月1日 ､
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･滋1JRA阜 鶴 ,Ji3JJI.+/=∴ 医療税関名∴ご∴ ･∴ち所 在､地∵ :ニ .:;,指定年月日 :､

320 熊本県J 平成22年4月tEl

:3芦1;演 奏転;顔 奉炉 義時 ∴‥､工 .,/′㌢イ) ∴､:､空言 ソ":-燕本県熊本市長8時 2TE日雀1号 .I- p平成22年4即 EL､ニL

322 熊本県 平成22年4月1日

:J3*､髄米 衰蔭 ii組 思革由 要.済生会醸覇軍 5,一三T-∴ 三.:ii魚本県熊坤 近郎 T甲 郵 号-:l∴ijJ:〈三∴
324 絶本県 荒尾市民病院 平成22年4月1日

チ.ヤ/､くもヲ25挙 挙毎 率 薫蒸 勤 軸 管漣細 筆車重議 束由呼 野,音三焦細 八代市外原山 6ウ占替地;㌻:､こ､′::.I_t∴

326 熊本県 平成22年4月lEl

L{rjJ書Z?芋lA:真束 分 県き;厳 達姦 畝 畠立剤鍵 蔽 癖 岳臓 二㌔一滴-=～大分県EIJ府帝大字申宅1478筆戦 rrj言
328 大分県 ■大分赤十字病院 平成22年4月1日

53D 大分県

……敷 繁 華 堺●:5 -〉J/p- /｢∧本分市区色桜丘を7ル}イう瑞 除､2J:まう√.諺茶t;/:,I ､車成2早年4月1日､,

332 大分県 平成23年4月lE]

∴.巧廿〉乾ヲ̂S字蔓簿車転と艇 垂線 三払 廃 凄 i7:lA†｡､…､溌 ぎ鮮 ∴駁 牽強県写幣 痛 撃疎 や隼 d:;:てこ.ラ 平鹿22年夕月岬 .

334 宮崎県 平成22年4月1日

Fj35言原罪 軒:顔 孝義cji畠轟買鍵轟;/鹿舶縦 を軽裳 ご A県鹿児島市如 B;8酎 号-.､一､預; -∴平成22軸 月岬 ,.

336 健児 県 平成22年4月1El

ぎ33号原質罪 鍵 鮮 魚罷如 垂牽 強無 髄 餅 や 針 i 蛸 監奉川内呑附 町之郵暢押∴H7才亮 ^
338 鹿児島県 平成22年4月1日

瑞 を磨 重複 蝉 嘩 紳 尊顔 串 をギ 三ti;-:守:I.諦 三三.宗-* * 鹿車 韓 苧環 草野号∴.:∫

340 鹿児島県 平成22年4月1日

S3.轢 鷲 水 単 勝 毅教鐘 :.+7三も寵 結 :こ;登 簸 阜示頼 義脆 0着p横車薮三三が.-;:;.:祭へ叫､ーiiふ㌢ 平̂成23年鵡 JEl:/

342虎児 県 今稔教絵合病院 平成24年4月1日

輝 署挙 奉 海 準 秘遠戚繋言幣束送溝 療 擾 登録 を &縄噴 石ま市孝幸軍票占T壷蔽 さ:㌔.:こ:t.Jiか/:
344- 沖縄県 平成22年4月1日

餅 勲 責淀 泌 議 壷滋 溢 簸 承煎 i横 弓蕪 病革欝::+こち､～東京革輔 車娩 苧÷頗 斡隼 ､"憲 /f整 .-;+-

346 平成22年4月1日

∵ .玉葱 転 ≡接 線 凄 磯 譲蕪 垂範 菜や 栄.滋 養 ぎ･紙 1.説 き/i-..'.-TfYn/,V筆.::発 売;､ざ∴ -, Ĵ/-戟 -.ウン;
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検討会の今後の論点及び進め方(莱)
第1段階

がん診療提供体制の現状･課題を踏まえ､特に今後のがん診療連携拠点病院のあり方
(2次医療圏に原則1つや空白の医療圏の問題等)を考える｡

第2段階

がん診療連携拠点病院のあり方をまとめた上で､がん対策推進基本計画を踏まえ､がん
診療連携拠点病院の要件案を策定する｡
※要件の見直しは検討会で大きな方向性を示した後､個別具体的な要件については､検討会のもと

にワーキンググループを設置して検討してはどうか｡

※方向性を示す際､重要な分野(例:地域連携等)については､検討会でも重点的に議論する｡

※｢緩和ケア｣に関する拠点病院の要件案は､現在｢緩和ケア推進検討会｣で議論していることから､

本検討会では主に緩和ケア以外の分野について要件案を議論する｡

※要件案の策定にあたっては､｢がん対策推進協議会｣の意見も踏まえることとする｡

第3段階

ワーキンググループで拠点病院要件案を策定している間､検討会では､拠点病院の要件
以外の課題(例:拠点病院の評価､がん医療の質の評価､情報提供等)について議論して
はどうか｡

第4段階

ワーキンググループの策定した拠点病院要件案を議論しとりまとめる.

A



質の高いがん医療を提供するための
拠点病院のあり方について(莱)

1.拠点病院およびそれを取り巻く現状と課題

全国どこでも質の高いがん医療を提供することを目指し､がん診療連携拠点病

院(以下｢拠点病院｣という｡)をすべての2次医療圏に原則1つを目指して整備し

た結果､現在397の医療機関が指定されている｡

拠点病院およびそれを取り巻く現状と課題

･ 拠点病院間に､病院規模､診療実績､人的配置､地域連携､相談支援､人材育成等に関し

て大きな差がある｡特に､拠点病院は5大がんの集学的治療を実施することとされている
が､すべての拠点病院は必ずしも十分な実績を持っていない｡

･ 均てん化については一定の進捗が認められ､2次医療圏の68%に拠点病院が整備され

ているが､未だに113の医療圏で拠点病院が整備されていない｡

･ 他方､拠点病院の要件に合致せずとも､特定のがん種に対し高度な医療を提供している
医療機関の位置づけをどうすべきかといった課題もある｡

･ 一部の都道府県では､独自にがん医療を担う病院を指定しており､患者にとってわかりや
すい制度にすべきとの指摘や､都道府県から個々の地域の実状に応じたきめ細やかな制

度を求める声もある｡

･ 急性期病院の効率的な病床利用などに伴う受療行動の実態を踏まえ､拠点病院のみの
｢点｣ではなく､より医療連携を進めていく制度にすべきとの指摘もある｡
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2.今後の拠点病院の全体の方向性(莱)
質の高いがん医療の全国的な均てん化を図ることを目的として､すべての2次医
療圏に1カ所程度を目安に拠点病院を指定してきた｡具体的には､集学的治療
の実施､緩和ケアの提供､地域のがん医療に係る人材の育成､相談支揺 .情報
提供､がん登録､さらに地域の医療機関との診療連携の推進などの役割を果た
すこととされている｡

また､各都道府県の拠点病院のとりまとめ役として､都道府県に1カ所の都道府
県がん診療連携拠点病院(以下｢都道府県拠点病院｣という｡)を指定している｡

拠点病院およびそれを取り巻く課題に対応するため､以下を検討してはどうかO

l.拠点病院の機能を高めるとともに､拠点病院のない地域のがん医療を充実させ

るため､医療機関単独での指定のほか､拠点病院と以下の群指定を検討しては

どうか○

(彰準がん診療連携拠点病院(仮)との群指定

②特定領域で高度な診療機能をもつ医療機関との療指定

2.拠点病院制度においてPDCAサイクルを確保する仕組みを盛り込む必要がある

のではないか○

3.臨床研究機能等､拠点病院の新たな機能や役割としてどのようなものがあるかo

1.群指定による診療機能の強化

(彰 準がん診療連携拠点病院(仮)との群指定(莱)
･現在､空白の医療圏は113あるが､今後拠点病院を全ての医療圏に整備するこ

とは難しい｡しかし､拠点病院を整備することが難しい地域でもがん医療の均てん化

は重要な課題であることにかわりはないD

･また､拠点病院の機能を高めるには､地域の医療資源を最大限に活用し､単独医

療機関だけでなく､求められる機能を複数の医療機関が連携して担うことも想定して

制度設計する必要があるのではないか｡

･具体的には､拠点病院のない空白の医療圏を中心に､がん医療を担う｢準地域が

ん診療連携拠点病院(仮称)｣(以下｢準拠点病院Iという｡)と拠点病院を群として指

定することとしてはどうか｡

医療圏1 医療圏2
(中核都市をイメージ) (空自の医療圏をイメージ)

皿 ■拙く 連携り 慧 :fdS{L:A:器 軍

-2-



地域の実情に応じた拠点病院の全体像(莱)

都道府県がん診療連携拠点病院

各都道府県に1つ設置｡県内拠点病院のまとめ役o

連携拠点病院

各医療圏の集学的治療を担う.

拠点病院(仮称)

空白の医療圏を中心に整備することとし､

拠点病院と群指定を受け､医療圏内で受け
ることが望ましいがん医療を提供する｡

(参考1) 千葉県平成24年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向
来着北部医療圏

山武長生夷隅医療圏
(空白の医療圏)
人口 約45万人

山武長生夷隅医療圏は.圏域が

広いため､千葉②､③､印施⑨､
香取海匝⑩､安房⑪､市原⑩の
病院がこの地域のがん医療をカ
バーする｡

(千葉県 5000kmlの面積うち､約
1/5が山武長生夷隅医療圏)

①千葉県がんセンタ- ★

②国立大学法人千葉大学医学部附属病院
③独立行政法人国立病院機構千葉医療センター

④船橋市立医療センター

(参東京歯科大学市川総合病院

⑥順天堂大学医学部附属浦安病院
⑦国保松戸市立病院

⑧東京慈恵会医科大学附属柏病院
⑨成田赤十字病院

⑩総合病院国保旭中央病院
⑪医療法人鉄煮会屯田姶合病院

⑫国保宜営総合病院君津中央病院
⑬独立行政法人労働者触康福祉機構千葉労災病院
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(参考2)山梨県 平成24年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向

①山梨県立中央病院★

②山梨大学医学部附属病院
③市立甲府病院

(参考3)山口県 平成24年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向

①岩国医療センター

②周東総合病院

③徳山中央病院

④県立総合医療センター

⑤山口赤十字病院
(む山口大学医学部附属病院★

⑦下関市立市民病院
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(参考4)鹿児島県平成24年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向

出水保仏土医療圏に住むがん選者は 川薩
保倣医事か風と隣はの水俣市･八代市の医
療拙rLnを受診する.(参の病院が出水保鍵
医療EEIと川錘保健医鎖国のがん色香をカ
バーする.

①★国立 大学法人鹿児

③県立薩 南病院

④県立大 島病院

⑤済生会 川内病院

⑥国立病 院枚捕南九州病院

⑦県民1建康プラザ鹿屋医療センター

⑧鹿児島市立病院

⑨今給窄 総合病院

出水保健医療EEl
t空白の医免田)

鹿児島保性医療圏

【県がん診療指定病院】
ア(総合)南邑病院′
イ(総合)耳生連病院
り(稔合)今村病涜
エ(総合)鹿児島市医師会病床
オ(盆合)サザン･リージョン病院
力(総合)国立指宿病院
(総合川F内市医師会立市長病院

姶良･伊佐保鍵医療tFl

肝属保健医療EEl

(総合)阿久根市民病院
(捉合)出水fB合医療センター
霧島市立EE師会医dEセンター

セ(抱合)屋久島徳洲会
ソ(L8独)相良病院

甘 ,於保世声射 L

虐 白の匹dE甲)

曽於保61医府四に住むがん恋着は l引き医
療圏の◎丑のほか,今回折規申l†を含む鹿
児島良81医at圏域の拠点病院でカバーする.
(高速道路の活用)

<準拠点病院の論点>

① 準拠点病院を､近隣圏域の拠点病院と連携の下､群として指定する場合､準拠点病院と
して求められる機能･役割にはどのようなものがあるか｡

･ 準拠点病院が提供すべき､医療圏内で受けることが望ましいがん医療の提供には､猛追
ケア､外来化学療法､高度な技術を要さない手術(患者数の多い.冒､大腸､乳がんの手

術など)､地域連携(拠点病院で初期治療を終えた患者のフォローアップ､在宅医療提供

機関との連携を含む)_相談支援(特に地域連携に関する相談)､がん登蕃嘉等が考えられ

るのではないか｡

･ 逆に放射線治療､研修の開催､診療実績､セカンドオピニオンの提供等については拠点病

院の要件より緩和してはどうか｡

(参考)がん診療連携拠点病院の要件概要

･集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

･化学療法の提供体制

･緩和ケアの提供体制

･病病連携 ･病診連携の協力体制

･セカンドオピニオンの提示体制

･専門的な知識及び技能を有する医師の配置

･専門的な知識及び技能を有るコメディカルスタッフの配置

･年間入院がん患者数 1200人以上

･専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置

･敷地内禁煙等

･研修の実施体制

･相談支援センター

･院内がん登録

② 準拠点病院と拠点病院との具体的な連携については都道府県において主体的に調整する

こととしてはどうか｡
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1.群指定による診療機能の強化

② 特定領域で高度な診療機能をもつ医療機関との群指定(莱)

･ 医療機関の中には､5大がんすべてに関する集学的診療機能は有していないが､

特定のがん種について､拠点病院以上に高度な診療機能を有し､診療実績を持つ

医療機関も存在する｡(例:脳腫癌､乳がん､前立腺がん､甲状腺がん等)

･ また､拠点病院の診療機能を高めていくためには､既存の拠点病院とこのような医

療機関とを群指定することも一案ではないか｡

･ この場合も､拠点病院との具体的な連携については都道府県において主体的に調

整主星こととしてはどうか｡

医療圏1

血 連携
B病院はA拠点病院と

2.拠点病院制度におけるpDCAサイクルの確保(秦)

･ 例えば､平成18年に設けられた都道府県拠点病院については､各都道府県の拠点
病院のとりまとめ役として､がん対策診療連携協議会の設置､地域拠点病院への情
報提供､症例相談､診療支援､医師派遣に係る調整､セカンドオピニオン実施施設･

地域連携クリティカルパスの一覧を作成･共有等の役割を果たすこととされているが､
がん対策診療連携協議会の開催実績や研修の開催実績を踏まえると､その活動に
は大きな差があると推測される｡

･ 一方､現行の制度の下では､拠点病院に実績報告等を義務として課しているが､指

標を含めた各都道府県協議会で検討すべき内容の明確化や､国による都道府県拠
点病院の視察や都道府県拠点病院による地域拠点病院の視察などは明記されて
いない｡

･ 拠点病院制度において､指定要件のほか､PDCAサイクルを確保するための方策
が必要ではないかO
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(参考)現行の都道府県がん診療連携拠点病院の要件

1放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し､当該部門の長として､専任の放射線

療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師をそれぞれ配置する
こと｡なお､当該医師については､専従であることが望ましい｡
2当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師･薬剤師･看

護師等を対象とした研修を実施すること｡
3地域がん診療連携拠点病院等に対し､情報提供､症例相談及び診療支援を行うこと｡
4都道府県がん診療連携協議会を設置し､当該協議会は､次に掲げる事項を行うことD

(1)当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体制その他のがん
医療に関する情報交換を行うこと｡
(2)当該都道府県内の院内がん登録のデータの分析､評価等を行うこと｡

(3)がんの種類ごとに､当該都道府県においてセカンドオピニオンを提示する体制を有するが
ん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成.共有し､広報すること｡

(4)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院への診療支援を行う医師の派遣に係る調
整を行うこと｡

(5)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携ケノテイカルパス
の一覧を作成･共有すること｡また､我が国に多いがん以外のがんについて､地域連携クリティ
カルパスを整備することが望ましい｡

(6)Ⅱの2の(1)に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が実施するがん医療
に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その他各種研修に関する計画を作成するこ
とO

全国の都道府県拠点病院

北海道 愛知 知県がんセンタ-

青森 青森県立中央病院 三並

岩手 ;'&賀

宮城 菜北大学病院 京都

秋田

山形 大阪

福島 兵庸

茨城 奈良

栃木 和歌山

群馬 鳥取

埼玉 島根

千衰 岡山 岡山大手病院
広島 広島大学病院

東京 く
力ん研 明 山口

徳島 徳島大出病院
##Jl 千

香川

新潟 愛嬢 チ 一宇こEl 四国がんセンター

富山 高知

石川 福岡 九州大学病院 九州がんセンター

福井 福井県立病院 佐賀

山梨 山梨県立中央病院 長崎 長崎大学病院

長野 熊本

岐阜 大分

静岡 宮崎

｢面 両 島大学病院 l

h→



都道府県がん診療連携拠点病院の
がん対策診療連携協議会の開催回数

9

7

チ

- 3+ 3_

鼻l1甘 l之 ･)∫i2i....22
@ q･@Q,@@t,@b@1@@ 靡.p@.や､@～@､汐.>@､♂

出典 2011年がん診療連携拠点病院の現況報告からがん対策･艇康増進課で作成

都道府県がん診療連携拠点病院の

研修の開催回数

9:[巨

81

〔ヾ!

5

4

} 33 al 2
1回 2匝】 3回 4回 5回 6回 7回 8回 9回 10回 11回 12回 13回

出典 2011年がん診療連携拠点病院の現況報告からがん対策.健康増進謡で作成
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3.臨床研究機能等の新たな機能や役割(案)
･ ｢質の高いがん医療の全国的な均てん化｣を達成するため､拠点病院の要件に
は､スライド10ページに示した事項が含まれている｡

･ しかし､臨床研究については､｢進行中の臨床研究(治験を除く｡以下同じ｡)の概
要及び過去の臨床研究の成果を広報すること｡｣及び｢参加中の治験について､

その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広報することが望ましい｡｣のみが要
件となっている｡

･現在､がんの新薬開発が進められているが､患者が安全に高度で先駆的な治療
を受けられるためには､｢標準治療lを確立することが重要である｡そのために

は､国際基準に対応した多施設共同臨床試験を実施できる体制を構築すること

が必要であり_がん臨床研究に実績のある病院が集中する拠点病院を活用する
ことができるのではないか｡

･ また､臨床研究を進めるには､標準治療の実施が前提であり､臨床研究を進め
ることで標準治療の実施がより推進されるのではないか｡

･ 今後､拠点病院に対して､臨床研究を推進する体制や研究の実績(例:承認され
た薬の長期的な安全性や効果の検証､合併症のある者や高齢者への治療法の

開発､新薬と手術療法､放射線療法を組み合わせた集学的治療法の開発)を評
価し､その結果(例.国際学会での発表)についても報告を求めるなど､拠点病院
の枠組みを活用し.より早期に標準治療を確立し､最新の治療を全国で確実に
受けられるような体制作りを進めてはどうか｡

･ また､同様に､新たに求められる機能としてどのようなものがあるか｡

臨床研究の実施体制

病院数 cRC常勤数 病院数 データマネジャー常勤数

:11
j

:O十
畑

出典 2011年がん診療連携拠点病院の現況報告からがん対策.健康増進課で作成
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臨床研究の実績(D

病院数 臨床研究のプロトコール数 病院数 治験のプロトコール数

了ゆJqDqrQ〆 号 やJや〆 .,9,1㌦ bQb/ 0㌔ Jqbq/ぜ 〆

出典2011年がん診鞭連携拠点病院の現況報告からがん対策･触康増進課で作皮

臨床研究の実績②
都道府県がん診療連携拠点病院53

(国がん中央､東含む)
地域がん診療連携拠点病院335

JCOG(｣叩 anC=mC8日〕ncologyGroup 日本

臨刺 重癌研究グループ)は､公的研究費に
よって助成される研究班のうち､JCOGポリ
シーに従って国立がん研究センター多施設
臨床試験支援センターによる研究の直接支
援を受ける研究班からなる多施設共同臨
床研究グループを指す｡

出典 国立がん研究センター多施設臨珠試験支援センター より
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